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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

第一部 【企業情報】

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (千円) 22,080,885 23,723,799 22,965,000 25,256,635 30,629,692

経常利益 (千円) 1,499,445 1,689,099 2,203,074 2,366,065 2,736,319

当期純利益 (千円) 652,719 912,754 1,162,216 1,292,973 1,357,390

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 136,250 136,250 493,450 493,450 891,250

発行済株式総数 (株) 215,000 215,000 4,700,000 4,700,000 10,000,000

純資産額 (千円) 6,347,570 7,237,331 9,232,876 10,406,310 12,348,767

総資産額 (千円) 34,152,043 30,395,831 34,634,290 44,781,941 53,720,810

１株当たり純資産額 (円) 29,458.47 33,587.59 1,961.25 2,210.49 1,234.88

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間 
 配当額）

(円) 
(円)

旧株 50.00 
新株  0.41 

(―)

50.00
(―)

30.00
(―)

35.00 
(―)

20.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 3,323.39 4,170.95 256.46 271.48 141.60

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.6 23.8 26.7 23.2 23.0

自己資本利益率 (％) 10.9 13.4 14.1 13.2 11.9

株価収益率 (倍) ― ― 8.8 12.7 8.6

配当性向 (％) 1.5 1.2 11.7 12.9 14.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 844,837 3,585,268 1,665,510 △2,043,738 △1,502,205

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,999,277 △1,577,897 △2,844,298 △3,088,994 △4,895,640

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 888,119 △1,339,240 308,991 7,266,844 6,228,960

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 969,624 1,637,755 767,958 2,902,070 2,733,184

従業員数 (名) 65 66 72 72 77



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第37期及び第38期の株価収益率は、当社株式が非上場・非登録であり期中平均株価の把握が困難なため、記

載しておりません。また第40期の株価収益率については、平成18年１月17日開催の取締役会において決議さ

れた株式分割（１：２）（株式分割基準日：平成18年２月28日、株式分割効力発生日：平成18年３月１日）

により貸借対照表日における株価が権利落後の株価のため、当該株式分割が第40期首に行われたと仮定した

場合の１株当たり当期純利益により算出しております。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

５ 第37期の資本金については、平成15年２月26日付の第１回新株引受権の権利行使による増資(40,250千円)を

行っております。 

６ 第37期の１株当たり配当額については、旧株のほか、平成15年２月26日付の第１回新株引受権の権利行使に

よる増資新株(23,000株)に対して、それぞれ日割り計算による配当を行っております。 

７ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

８ 第39期の資本金については、平成16年９月24日付で新株式の発行(400,000株)による公募増資(357,200千円)

を行っております。 

９ 第41期の資本金については、平成18年11月８日付で新株式の発行(600,000株)による公募増資(397,800千円)

を行っております。 

10 第39期の発行済株式総数については、平成16年６月14日付で株式(旧)１株につき20株の分割により

4,085,000株増加、また平成16年９月24日付で新株式の発行を行い400,000株増加しております。 

11 第41期の発行済株式総数については、平成18年３月１日付で株式１株につき２株の分割により4,700,000株

増加、また平成18年11月８日付で新株式の発行を行い600,000株増加しております。 

12 第39期の１株当たり配当額30円のうち、５円は日本証券業協会への店頭登録(平成16年12月13日付でジャス

ダック証券取引所に移行)による株式公開記念配当であります。 

13 当社は、平成16年６月14日付で株式１株につき20株の株式分割及び平成18年３月１日付で株式１株につき２

株の株式分割を行っております。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指

標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。 

  なお、当該数値についてはあずさ監査法人の監査を受けておりません。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

１株当たり純資産額 (円) 736.46 839.69 980.62 1,105.24 1,234.88

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間
配当額）

(円) 
(円)

旧株 1.25 
新株 0.01 

(―)

1.25
(―)

15.00
(―)

17.50 
(―)

20.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 83.08 104.27 128.23 135.74 141.60

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―



２ 【沿革】 

 
  

年月 変遷の内容

明治32年１月 神戸市兵庫区にて不動産賃貸業を創業

昭和41年12月 神戸市長田区に和田興産有限会社を設立

昭和43年３月 宅地建物取引業免許登録、宅地開発及び分譲、木造戸建住宅の販売ならびに仲介業務を
開始

昭和54年９月 和田興産株式会社に改組

昭和60年12月 自社ブランド「ワコーレ」にて賃貸マンション事業を開始

昭和62年３月 パーキング2000(駐車場)シリーズの営業開始

平成３年３月 自社ブランド「ワコーレ」にて分譲マンション事業を本格的に開始

平成８年６月 震災復興のための優良再開発建築物整備促進事業に従事

平成８年８月 神戸市特定優良賃貸住宅供給促進制度・民間管理法人として登録

平成11年４月 「エキサイド」(駅徒歩数分圏の利便性の高い賃貸マンション)シリーズの営業を開始

平成11年12月 住宅設備の企画販売業への進出を目的として神戸システムボックス株式会社を買収し子
会社化

平成11年12月 不動産仲介業への進出を目的としてユニオンコーポレーション株式会社を買収し子会社
化

平成12年５月 本社を神戸市長田区から神戸市中央区へ移転

平成12年５月 「VITA」(主に女性をターゲットにした感性豊かな賃貸マンション)シリーズの営業開始

平成14年２月 「アイデアル・キューブ」（都心型賃貸マンション）シリーズの営業開始

平成14年10月 本業である不動産業に特化するため神戸システムボックス株式会社を清算結了

平成14年12月 バリューアップ方式による賃貸マンションの開発を開始

平成15年６月 本業である不動産業に特化するためユニオンコーポレーション株式会社を清算結了

平成16年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 
（平成16年12月13日付で日本証券業協会より移行）

平成17年３月 首都圏での分譲マンション販売開始

平成17年６月 東京都千代田区に東京営業所 開設

平成18年３月 関東圏にて分譲マンションの新ブランド「ワコーベ」を発表

平成18年４月 賃貸マンションの新ブランド「ラ・ウェゾン」を発表



３ 【事業の内容】 

 当社は、主に兵庫県神戸市及びその周辺(明石市、芦屋市、西宮市、尼崎市)エリアにおいて「ワコー

レ」のブランド名により、分譲マンションの開発・企画・販売を主力とした不動産販売事業ならびに賃

貸マンションを中心とした賃貸その他事業を営んでおります。また平成17年６月に東京営業所を開設

し、関東圏において「ワコーべ」の新ブランド名（平成18年３月発表）により分譲マンションの開発・

企画・販売を行っております。 

  

(１) 不動産販売事業 

 ① 分譲マンション販売 

 当社は、平成３年３月より「ワコーレ」のブランドにより分譲マンション販売を中心に展開してお

り、主に50戸前後の中規模マンションの開発を手掛け、神戸・明石地区（兵庫県神戸市・明石市周辺）

及び阪神地区（兵庫県芦屋市、西宮市、尼崎市周辺）を主要エリア（以下「神戸・阪神エリア」とい

う）としております。 

 また、事業規模拡大に向けた経営計画のもと、開発エリアの拡張を目指しており、既に首都圏での販

売活動も始めたほか「ワコーべ」のブランド名により、その周辺エリアでの営業活動及び用地取得に注

力しております。また、タワーマンション等の100戸以上の大型物件や他社との共同プロジェクトにも着

手し、事業領域及び収益の拡大を図っております。  

 当社が開発する分譲マンションの特徴としては、安全・安心をベースに街並みに調和した「街の風物

詩」としてのマンションを目指し、デザイナーズマンション（注：気鋭の建築デザイナーが設計したマ

ンションを意味する用語として用いております。）の開発にいち早く取り組み、新しい機能や最新の住

宅設備等の採用により、「先進的な住まいづくり」を行っております。特に都心部においては、都市型

ホテルの「機能性」「利便性」「快適性」を取り入れたマンション開発を行っております。  

 さらに、当社独自のマンション品質の指針である「ＮＥＸＴ１００」に基づいた品質重視のマンショ

ン開発を行っており、資産性及び安全性を重視し、開発時点から再販価値を考えたマンションづくりを

目指しております。また当社は、自社で販売部門を設置せず、販売をすべて外部に委託していることか

ら「売れるマンションづくり」をキーワードに、企画ならびにデザイン等の商品力で顧客に訴求する戦

略をとっております。  

  

過去５事業年度における当社供給実績（着工ベース） 

 
(注) 供給とは、分譲マンションを市場（一般消費者）に提供することをいい、当社は工事の着工時において数量を

把握しております。なお、平成19年２月末現在までに272棟9,882戸（一棟卸、戸建て住宅含む）を供給してお

ります。 

  

  

 ② その他不動産販売 

 不動産の有効活用を推進していく過程において、販売によってその不動産の価値に増大が見込めるよ

うな場合には、不動産の販売を行っております。 

供給年度 平成15年２月期 平成16年２月期 平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

全供給棟数 17 22 18 18 18

全供給戸数 631 599 894 823 1,022

(内、神戸市における 
供給戸数)

(419) (512) (787) (558) (902)

(神戸市における供給率) (66.4％) (85.5％) (88.0％) (67.8％) (88.3％)



(当事業年度における分譲マンションの発売物件) 

 
  

  
 

  

名称 所在地 戸数

ワコーレヒルズ須磨前池町 神戸市須磨区 19戸

ワコーレ須磨権現町 神戸市須磨区 14戸

ワコーレ新長田駅前エス・プライム 神戸市長田区 28戸

ワコーレザ・神戸ハウス 神戸市兵庫区 205戸

ワコーレ神戸本山ガーデンズ 神戸市東灘区 127戸

ワコーレ苦楽園レジデンス 兵庫県西宮市 19戸

ワコーレ東園田 兵庫県尼崎市 16戸

ワコーレザ・トアロードレジデンス 神戸市中央区 184戸

ワコーレ深江本町ソフィリア 神戸市東灘区 52戸

ワコーレザ・メッドハウス 神戸市長田区 38戸

ワコーレテラス兵庫芦原通 神戸市兵庫区 24戸

ワコーレ六甲高羽アパートメント 神戸市灘区 13戸

ヒルズ芦屋翠ヶ丘 兵庫県芦屋市 21戸

共同プロジェクト物件（出資割合50％）

名 称 所在地 戸 数

ドルフ船堀 東京都江戸川区 (総戸数)26戸

ワコーレ武庫之荘ブランデュオＭ－ist 兵庫県尼崎市 (総戸数)31戸



(２) 賃貸その他事業 

 ① 賃貸収入 

 当社は、神戸・阪神エリアを中心として、同エリアに暮らす人々のニーズに対応するため、主に駅よ

り半径１ｋｍ以内の交通利便性を重視したマンションの賃貸を行っております。 

 当社が開発する賃貸マンションの特徴としては、分譲マンション開発で培ったノウハウをもとに、設

備、機能性を重視した賃貸マンションの開発を進めており、その一環としてペットオーナーのためのペ

ット対応型マンション、デザイナーズマンション等の独自性のある賃貸マンションを提供しておりま

す。また、平成14年12月より、従来の新築賃貸マンションに比べ、建築コストの抑制と工期短縮等のメ

リットが見込めるバリューアップ方式（注：既存賃貸物件を購入し、改修工事を施し資産価値増大を図

ること）による賃貸マンションの開発も行っており、不動産の再生と地域の環境改善に努めておりま

す。  

 賃貸物件は、主に住居、店舗、事務所、駐車場(月極・時間駐車)等を提供しており、住居(賃貸マン

ション)・店舗に関しては、「賃貸収入」の柱として、平成19年２月末現在で85棟1,434戸（同日現在の

入居率91.7％）を保有しております。 

  

 

 

 

 
  
  

  

 ② その他収入 

 当社の事業に関連して付随的に発生する収入（その他賃貸収入、保険代理店手数料及び解約手付金収

入等）をその他収入として計上しております。  

 その他賃貸収入については、販売用として保有している賃貸物件から発生する賃貸収入を、保険代理

店手数料収入については、保険代理店として保険契約の締結に伴う代理店収入を、解約手付金収入につ

いては、分譲マンションの解約に伴う手付金放棄による収入等をそれぞれ計上しております。 

 

  

賃貸マンション 平成19年２月28日現在
 

ワコーレシリーズ他
交通アクセスや日常生活の利便性を重視した賃貸マンショ
ンであります。

1,000戸

ＶＩＴＡ(ヴィータ)シリ
ーズ

デザイン性・環境・機能性・居住快適度などを重視した賃
貸マンションであります。

147戸

Ｉ.Ｃ.(アイデアル・キュ
ーブ)シリーズ

都心生活対応型マンションであり、設備面(ペット対応等)
を重視した賃貸マンションであります。

35戸

ヴィアノシリーズ
先進性ある仕様とユーティリティルーム等を配したシング
ル層向けに開発された賃貸マンションであります。

84戸

エキサイドシリーズ
交通アクセス(駅より半径500m以内)と機能性を重視した賃
貸マンションであります。

21戸

ラ・ウェゾンシリーズ
賃貸マンションの新ブランド「ラ・ウェゾン」としてデザ
イン・機能・設備・セキュリティ等最新仕様の賃貸マンシ
ョンであります。

52戸

その他賃貸不動産
 

店舗・事務所 店舗・事務所を賃貸しております。 95軒

パーキング2000シリーズ 月極駐車ならびに時間貸駐車を賃貸しております。 760台

トランクルーム 家財道具などの一時保管のスペースを賃貸しております。 117ルーム

多目的ホール
本社２階のWADAホール（収容可能人員200名）を、ピアノ発
表会、講演会などの催事場として賃貸しております。

１ホール



 

  

  

  

４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(１) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、出向社員、契約社員、派遣社員(計16名)を含んでおります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(２) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

77名 39.7歳 ６年１ヶ月 6,457千円



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善、製造業を中心とした設備投資の増

加や個人消費の回復等、国内景気は好調を維持しているように見受けられます。しかし一方では、個

人所得の伸び悩みや景気回復に伴う金融政策の転換による金利の先高感、原油価格や為替相場の動向

等の不安定要素もあり、今後の経済情勢には注意を要する状況にあります。  

 当社が属する不動産業界におきましては、都市圏を中心とした不動産市場への資金流入が活況を呈

しており、地価の上昇やオフィス関連を中心とした優良物件の不足感が高まっております。また分譲

マンションについては、需要は比較的堅調に推移しましたが、優良用地の不足や地価の上昇、需給バ

ランスの不均衡等、市場の先行きは不透明な状況が続いております。  

 このような事業環境の中、当社は、神戸・明石・阪神間の地元地域ならびに首都圏周辺地域での積

極的な事業展開を推進し、併せて賃貸その他事業の拡大に注力いたしました。また当社初のタワーマ

ンションであるワコーレ神戸灘タワーの完売を始め、100戸以上の大型プロジェクトや他社との共同プ

ロジェクトを積極的に推進し業績拡大に努めてまいりました。  

 その結果、当事業年度の業績は、売上高30,629百万円（前期比121.3％）、経常利益2,736百万円

（同115.6％）、当期純利益1,357百万円（同105.0％）となりました。 

  

事業別の業績は次のとおりであります。 

  

 
  

(不動産販売事業) 

不動産販売事業の売上高は、28,804百万円（前期比121.9％）となりました。  

不動産販売事業のうち主力の分譲マンション販売におきましては、地価の上昇に加え鉄鋼等の建築資

材相場の上昇、顧客ニーズの多様化等、事業環境が軟調傾向で推移する中、他社との共同プロジェク

トの販売開始、首都圏周辺地域での分譲マンション用地の取得ならびに二期先までの用地の先行取得

を行うなど、独自の戦略に特化してまいりました。  

その結果、発売においてはワコーレザ・神戸ハウス、ワコーレ神戸本山ガーデンズ、ワコーレザ・

トアロードレジデンス等の大型物件を順次発売し、15棟788戸（同90.9％）を発売（注：共同プロジェ

クト物件の戸数は、出資割合により戸数（小数点以下切捨て）を計算しております。）いたしまし

た。契約については、619戸（同70.4％）23,469百万円（同100.3％）を契約し、それにより期末時点

の受注残戸数は688戸（同72.5％）となり、受注残高を20,851百万円（同87.7％）としております。ま

た、ワコーレ神戸灘タワー等18棟が当事業年度に竣工したことにより、引渡戸数については880戸（同

121.9％）となり、売上高26,400百万円（同118.6％）を計上いたしました。  

 その他不動産販売におきましては、企業収益拡大への努力が奏功し、９物件を販売、売上高2,404百

万円（同175.5％）を計上し、全体として堅調に推移いたしました 。 

  

(賃貸その他事業) 

区  分 売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

不動産販売事業

分譲マンション販売 26,400 86.2 118.6

その他不動産販売 2,404 7.8 175.5

小 計 28,804 94.0 121.9

賃貸その他事業

賃貸収入 1,606 5.3 113.2

その他収入 218 0.7 105.8

小 計 1,825 6.0 112.3

合  計 30,629 100.0 121.3



賃貸その他事業の売上高は1,825百万円（前期比112.3％）となりました。  

主力の賃貸収入につきましては、賃貸収入増大に向けた事業推進を図る中、新築賃貸物件の建設と良

質な賃貸物件の取得に注力し、またバリューアップ方式による賃貸物件の確保に努め、利益率の向上

と安定成長を目指してまいりました。  

 その結果、14棟260戸の新規賃貸物件を取得し、賃貸収入は1,606百万円（同113.2％）となってお

り、新規投入物件の稼動が、奏功した結果となりました。  

 その他収入につきましては、その他賃貸収入163百万円、分譲マンション販売に係る解約手付金収入

34百万円、保険代理店手数料等収入21百万円となり、合計218百万円（同105.8％）を計上いたしまし

た。  

  

(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末より168百万円減

少し、当事業年度末には2,733百万円となりました。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果使用した資金は、1,502百万円（前期比541百万円減）となりました。  

主な要因は、税引前当期純利益2,526百万円の計上、減価償却費、減損損失、ガイドルーム資産等除却

損958百万円および仕入債務の増加1,280百万円等の増加要因に対し、マンション用地購入等に伴うた

な卸資産の増加4,910百万円及び法人税等の支払1,213百万円等による減少要因があったことによるも

のであります。  

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、4,895百万円（前期比1,806百万円増）となりました。  

主な要因は、有形固定資産の取得による支出4,745百万円等によるものであります。  

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、6,228百万円（前期比1,037百万円減）となりました。  

主な要因は、マンション用地の購入および賃貸不動産の購入資金等として長期借入金15,120百万円の

調達及び新株発行による公募増資794百万円の調達ならびに運転資金等の短期借入金の増加2,108百万

円の資金流入に対し、長期借入金の返済11,630百万円を支出したこと等によるものであります。  

  



２ 【販売及び契約の状況】 

  

(1) 売上実績 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 営業実績 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 不動産販売事業の物件各金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。 

３ その他不動産販売は、宅地等９物件の売上であります。 

４ 賃貸収入は、時間駐車料等が含まれているため戸数表示はしておりません。 

５ その他収入は、保険代理店手数料収入等が含まれているため戸数表示はしておりません。 
  

事業部門

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

売上金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

不動産販売事業 28,804,369 94.0 121.9

賃貸その他事業 1,825,323 6.0 112.3

合  計 30,629,692 100.0 121.3

事業部門

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

物件名 販売戸数(戸) 金額(千円)

不動産販売事業

ワコーレ神戸灘タワー 199 6,847,525

ワコーレ妙法寺駅前ウィックスシティ 126 4,121,154

ワコーレ御影シーズンズ住吉山手 23 1,476,556

ワコーレ元町セリュックス 51 1,370,350

ワコーレ夙川ブランデュオ 39 1,309,809

ワコーレ六甲道オービット２ 47 1,142,337

ワコーレ六甲道オービット１ 25 996,809

ワコーレ山本通アルベツィオ 19 928,237

ワコーレ逆瀬川野上１丁目 21 893,983

ワコーレ王子公園アグレア 32 887,984

その他分譲マンション８棟 298 6,425,592

その他不動産販売 (注３) ― 2,404,029

小計 880 28,804,369

賃貸その他事業

賃貸収入 (注４) ― 1,606,691

その他収入 (注５) ― 218,632

小計 ― 1,825,323

合計 880 30,629,692



(3) 契約実績 

当事業年度における分譲マンション販売及びその他不動産販売の契約実績は、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 分譲マンションの物件各金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。 

３ その他の期中契約高及び期中引渡高の戸数については、宅地等の販売が含まれているため表示はしておりま

せん。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当社を取り巻く事業環境を展望いたしますと、地価の上昇、金融政策の転換による金利の先高感、鉄

鋼等建築資材相場の上昇、需給の不均衡からくる同業他社との競争激化、耐震強度問題による安全性へ

の懸念等、混迷な状況が続く中、先行き不透明な状況で推移しております。  

 このような経営環境の中で、当社といたしましては、神戸・明石・阪神間を中心とした地元地域への

特化はもとより、首都圏及び首都圏周辺地域での営業強化、優良賃貸物件の確保等による事業規模なら

びに企業収益拡大に注力しながら、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を遂行しつつ、経営基盤をより強固な

ものにしていくため、内部統制を軸とした社内体制の確立を目指しております。  

 そのための活動として、昨年同様、当社の強みである企画力の向上に加え、「顧客の命と財産を守る

マンションづくり」をモットーに当社独自の品質指針である「ＮＥＸＴ１００」に基づいた品質・サー

ビスの徹底と確保により顧客に満足頂けるマンションの安定供給を目指してまいります。また、内部管

理体制については、コスト削減に取り組むことによる利益率向上はもとより、内部統制システムを整備

しコーポレート・ガバナンスの充実を図ることにより、経営基盤の確立を目指してまいります。  

 事業活動の中心となる分譲マンション販売では、事業規模拡大を優先項目に掲げる中、首都圏のみな

らずその周辺地域を見据えた開発に注力し収益増大を目指しております。また用地厳選に努め、好立地

の用地確保と、マンションの品質及び設備の向上ならびに先進性のある企画に特化するとともに、有益

な情報収集及び経営資源の選択と集中を行い、当社の独自性を鮮明にしながら地域の発展及び街づくり

に貢献してまいります。また、事業環境が多様化する中、他社との共同プロジェクトにも積極的に参画

区分

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

期首契約残高 期中契約高 期中引渡高 期末契約残高

戸数 
(戸)

金額 
(千円)

戸数
(戸)

金額
(千円)

戸数
(戸)

金額
(千円)

戸数 
(戸)

金額 
(千円)

ワコーレザ・トアロード
レジデンス

― ― 92 5,174,433 92 5,174,433

ワコーレ神戸本山ガーデ
ンズ

― ― 89 3,776,604 89 3,776,604

ワコーレザ・神戸ハウス ― ― 116 3,422,662 116 3,422,662

ワコーレ明石ヴィストー
レ

30 894,871 38 1,029,939 68 1,924,810

芦屋レジデンス打出小槌
町

6 356,328 15 748,100 21 1,104,428

ワコーレ苦楽園レジデン
ス

― ― 12 618,065 12 618,065

その他分譲マンション 913 22,530,881 257 8,699,475 880 26,400,340 290 4,830,017

分譲マンション販売 計 949 23,782,080 619 23,469,280 880 26,400,340 688 20,851,021

１棟卸マンション ― ― 231 2,433,300 ― ― 231 2,433,300

戸建て住宅 ― ― 2 73,682 ― ― 2 73,682

その他 ― ― (注)― 2,404,029 (注)― 2,404,029 ― ―

その他不動産販売 計 ― ― 233 4,911,011 ― 2,404,029 233 2,506,982

合計 949 23,782,080 852 28,380,291 880 28,804,369 921 23,358,003



し、ノウハウの相互交換により今後の幅広い顧客ニーズと事業環境の変化に対応してまいります。  

賃貸その他事業では、景気回復に伴う不動産市場への資金流入により優良物件の減少が予想される

中、賃貸収入の安定的増大を目指し、市場での優位性や収益性を確保するため、顧客へのサービス向上

と顧客ニーズの高い住まいづくり等、独自のノウハウを活かした新築賃貸マンションの安定供給を推進

してまいります。また、既存住宅（主に賃貸マンション）の活性化を図るため、バリューアップ方式に

よる賃貸物件の確保により、企業収益拡大はもとより地域社会への環境改善にも努めてまいります。  

 一方、財務面におきましては、コミットメントライン等の機動的に活用できる資金の確保ならびに新

株発行等による株式市場からの資金調達により、自己資本の増大を図りつつ財務基盤の強化、安定化を

推進してまいります。  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、財政状態等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のよ

うなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末時点において当社が判断したものであり、す

べてのリスクを網羅するものではありませんので、ご留意下さい。 

  

(１) 経営成績及び財政状態の変動について 

近５事業年度の業績の推移は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 不動産売上高に含まれる分譲マンションの売上計上は、マンションの引渡し時に行っております。 

  

上記の表に関する主な説明は以下のとおりであります。今後、以下のような要因が発生した場合、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

平成16年２月期の売上高営業利益率が低下している主な要因は、分譲マンションにおける品質・設備

等の充実化及び売上単価の軟調傾向によるものであります。 

平成16年２月期の経常利益の低下については、分譲マンションの開発に関し、当初予定していた隣接

地を購入することができなかったため、マンション価値及び売上高の低下に備え、たな卸資産評価損失

引当金繰入額230百万円を営業外費用に計上したことによるものであります。 

平成15年２月期の当期純利益が減少している主な要因は、神戸市西区押部谷の山林地につき、販売用

不動産評価損180百万円の特別損失を計上したことによるものであります。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (百万円) 22,080 23,723 22,965 25,256 30,629

 不動産売上高 (百万円) 21,068 22,549 21,548 23,630 28,804

 不動産賃貸収入等 (百万円) 1,012 1,174 1,416 1,626 1,825

営業利益 (百万円) 2,100 2,226 2,594 2,769 3,318

売上高営業利益率 （％） 9.5 9.4 11.3 11.0 10.8

経常利益 (百万円) 1,499 1,689 2,203 2,366 2,736

売上高経常利益率 （％） 6.8 7.1 9.6 9.4 8.9

当期純利益 (百万円) 652 912 1,162 1,292 1,357

売上高当期純利益率 （％） 3.0 3.8 5.0 5.1 4.4

分譲マンション引渡戸数の推移 (戸) 684 728 602 722 880

流動資産 (百万円) 20,854 16,043 18,411 27,148 32,008

固定資産 (百万円) 13,297 14,352 16,223 17,633 21,712

資産合計 (百万円) 34,152 30,395 34,634 44,781 53,720

流動負債 (百万円) 22,043 16,401 16,727 20,227 26,601

固定負債 (百万円) 5,760 6,757 8,673 14,148 14,770

負債合計 (百万円) 27,804 23,158 25,401 34,375 41,372

資本合計 (百万円) 6,347 7,237 9,232 10,406 12,348

ＲＯＥ（自己資本利益率） （％） 10.9 13.4 14.1 13.2 11.9

自己資本比率 （％） 18.6 23.8 26.7 23.2 23.0



平成16年２月期の流動資産及び流動負債が減少している主な要因は、期末における分譲マンションの

引渡済み戸数の減少（前期比92戸減）によって売掛金及び仕入債務が減少したこと、用地を厳選し好立

地の取得を目指したことによって期末のたな卸資産の残高が減少したこと、ならびに運転資金及び１年

以内返済予定の長期借入金が減少したこと等によるものであります。 

平成18年２月期の資産及び負債の増加の主な要因は、大型物件の用地取得等によるたな卸資産の増加

及び事業用固定資産の増加によるものであり、また負債の増加は、それらの購入に伴う借入金増加によ

るものであります。 

平成19年２月期の資産及び負債の増加の主な要因は、用地取得ならびに建築代金支払い等によるたな

卸資産の増加及び事業用固定資産購入による有形固定資産の増加によるものであり、また負債の増加

は、それらの購入に伴う借入金増加によるものであります。 

平成19年２月期の経常利益率の低下の主な要因は、上記（平成19年２月期の資産及び負債の増加の主

な要因）による支払利息の増加によるものであります。 

平成19年２月期の当期純利益率の低下の主な要因は、減損損失310百万円の特別損失の計上によるも

のであります。 

  

(２) 売上高の変動要因及び半期ならびに四半期業績の偏向について 

当社の主要事業である不動産販売事業における分譲マンション販売は、マンションの竣工後、購入者

へ引渡しが行われる際に売上高が計上されるため、自然災害等による工期の遅れ、顧客の住宅ローン契

約締結の遅れなどの要因によって、分譲マンションの引渡し時期が当初計画より遅れた場合には、売上

高の計上時期が遅延し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、分譲マンションの竣工は、主に用地の取得時期・開発開始時期・開発期間などによって決定さ

れるため、期によっては引渡し時期が特定の時期に集中し、結果として半期毎ならびに四半期毎の業績

に偏向が生じることがあります。 近２事業年度における半期毎ならびに四半期毎の売上高推移は下表

のとおりであります。 

 
  

 
  

(３) 景気動向・金利動向等の影響について 

当社の主要事業である不動産販売事業における分譲マンション販売は、景気動向、金利動向、新規供

給物件動向、不動産販売価格動向、住宅税制等の影響を受けやすく、景気見通しの悪化や大幅な金利の

上昇、あるいは供給過剰による販売価格下落の発生、住宅税制等の変更・改廃等の諸情勢の変化によっ

て、新築マンション購買者の購入意欲が減退した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、上記のような経済情勢の変化は、事業用地の購入代金、建築費等の変動要因ともなり、これら

が上昇した場合には、当社の事業利益が圧迫され、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、平成13年12月19日に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」において、住宅金融公庫

は、平成18年度末（平成19年３月末）に廃止される予定となっております。これに伴い、新築マンショ

ン購入者の金利負担が増加し購入意欲が減退した場合等には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

第40期（平成18年2月期）

第１四半期 第２四半期 上期合計 第３四半期 第４四半期 下期合計 合計

売上高
(百万円)

8,207 2,870 11,078 5,536 8,642 14,178 25,256

構成比 
(％)

32.5 11.4 43.9 21.9 34.2 56.1 100.0

第41期（平成19年2月期）

第１四半期 第２四半期 上期合計 第３四半期 第４四半期 下期合計 合計

売上高
(百万円)

3,458 6,980 10,439 1,632 18,557 20,189 30,629

構成比 
(％)

11.3 22.8 34.1 5.3 60.6 65.9 100.0



  

(４) 競合等の影響について 

当社は、神戸・明石地区（兵庫県神戸市、明石市周辺）及び阪神地区（兵庫県芦屋市、西宮市、尼崎

市周辺）を主要エリアとして分譲マンションの販売を行っておりますが、当該エリアは住宅購入者の人

気が高い地域であるため、競合他社も多くその参入状況によっては競争が激しくなる可能性があり、そ

れによる用地の仕入力及びマンションの販売力の低下ならびに価格の下落等により、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

(５) 有利子負債への依存度について 

当社は、分譲マンションの開発用地の取得資金、賃貸不動産の購入及び建設資金を主に金融機関から

の借入金により調達しているため総資産額に対する有利子負債への依存度が、平成18年２月期は

50.2％、平成19年２月期は52.1％の水準にあります。今後、当社としては資金の調達手段の多様化に積

極的に取り組み、株主資本の充実に注力する方針ではありますが、現行の金利水準が変動した場合に

は、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、資金調達に際しては、特定の金融機関に依存することなく個別物件ごとに金融機関に融資を打

診し、融資の了解を得たあとに物件開発を進行させております。ただし、資金調達に障害が生じた場合

には、事業展開の妨げになるなど当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 近２事業年度におけ

る有利子負債及び支払利息の状況は、次のとおりであります。 

  

 
(注) インタレスト・カバレッジ・レシオの数値は、①/②によって算出しております。 

  

(６) 固定資産の減損に係る会計基準の適用による業績への影響について 

減損会計は、企業が保有する固定資産に減損の兆候（営業から生じる損益やキャッシュ・フローが継

続してマイナスとなる場合、資産が遊休状態となった場合、市場価格が著しく下落した場合等）が見ら

れる場合、固定資産から生じる将来キャッシュ・フローの合計額が帳簿価額を下回った場合には、その

帳簿価額を回収可能価額まで減損処理するものであります。当社においては、当事業年度より減損会計

が適用されており、当事業年度において特別損失として減損損失310百万円を計上しておりますが、今

後、減損の兆候に該当する固定資産が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。  

  

回次 第40期 第41期
増減

決算年月 平成18年2月 平成19年2月

期末有利子負債総額 (百万円) 22,467 27,976 5,509

期末総資産額 (百万円) 44,781 53,720 8,938

期末有利子負債依存率 （％） 50.2 52.1 1.9

売上高 (百万円) 25,256 30,629 5,373

営業利益＋受取利息・配当金 ① (百万円) 2,776 3,334 558

支払利息 ② (百万円) 401 557 156

支払利息/売上高 （％） 1.6 1.8 0.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 6.9 6.0 △0.9



(７) 特定の建築事務所に対する依存度について 

当社は、分譲マンション及び賃貸マンションの開発における設計事務等を建築事務所へ外注してお

り、特に株式会社瀬戸本淳建築研究室に対する依存度（＝同社に対する設計に関する外注費／設計に関

する外注費総額）は、平成18年２月期において45.3％、平成19年２月期において30.6％の水準にありま

す。当社と同社は、平成７年以降、継続的かつ安定的な取引関係があり、今後も同社との取引関係に急

激な変化はないと考えておりますが、同社との取引関係、同社の設計技術に変化が生じた場合等には、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(８) 法的規制について 

当社の属する不動産業界は、「国土利用計画法」「宅地建物取引業法」「建築基準法」「都市計画

法」「住宅品質確保促進法」等により法的規制を受けており、これらの規制の改廃がある場合や新たな

法的規制が設けられる場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社は不動産業者として「宅地建物取引業法第３条第１項及び第６条」に基づき宅地建物取引

業者の免許証（免許証番号 国土交通大臣(1)第7158号、有効期間 平成17年11月17日から平成22年11

月16日まで）の交付を受け、主に不動産販売の事業を行っておりますが、「宅地建物取引業法第３条及

び第５条」にて免許条件及び「宅地建物取引業法第66条及び第67条」にて取消事由が定められており、

これに該当した場合は免許の取消が命じられます。現在免許の取消に該当する事由は発生しておりませ

んが、今後、何らかの事由により免許の取消事由が発生した場合、または有効期間の更新ができなかっ

た場合等には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(９) 構造計算書偽装問題に係る影響について 

当社の分譲マンションの主要な供給エリアは、阪神・淡路大震災により未曾有の被害を受けた地域で

あり、そのような背景を踏まえ、従前より「顧客の命と財産を守るマンション造り」をモットーに当社

独自の品質指針「ＮＥＸＴ１００」を設けて、安全・安心をベースに開発に努めてまいりました。  

 このような中、平成17年11月に発覚いたしました姉歯建築設計事務所による構造計算書偽装問題につ

きましては、これまで当社が分譲したマンション等に関して、マンションごとに設計を担当した設計事

務所を通じて構造計算の関与を調査した結果、姉歯建築設計事務所とは一切関わりがないことを確認い

たしております。  

 また、今回の問題では指定確認検査機関への不信感も拡がったため、確認検査業務が民間に開放され

て以降、民間業者によって建築確認申請を行った物件について、第三者の建築構造士に再チェックを依

頼し、問題ない旨を確認いたしております。  

 以上のとおり、当社に対して直接の影響は認められませんが、間接的には、本事件を契機として法的

規制の強化や、建築確認申請の厳格化に伴う工期の長期化によってコストが増大する可能性もあり、そ

のような場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、本項に記した予想、見込み、見通し、方針、所存等の将来に関する事項は、当事業年度末現在

において判断したものであり、将来に関する事項には不確実性を内在しており、あるいはリスクを含ん

でいるため、将来的に生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意下さい。 

  

（１）財政状態の分析 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、32,008百万円となり、前事業年度末と比較して4,860百万

円増加しました。主な要因は、分譲マンション用地の取得ならびに建築代金の支払い等に伴いたな卸資

産が4,861百万円増加したこと等によるものであります。  

  

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、21,712百万円となり、前事業年度末と比較して4,078百万

円増加（減価償却費控除後の金額）しました。主な要因は、賃貸用不動産の購入及び賃貸マンションの

建設等により有形固定資産が3,836百万円増加（減価償却費控除後の金額）したことによるものであり

ます。この増加により、将来における賃貸収益の増加が予測され、当社の目的の一つである安定成長へ

の基盤作りに貢献できるものと考えております。その他に繰延税金資産が減損損失等の計上により155

百万円増加しております。 

  

なお、当事業年度において新たに取得した主な賃貸用不動産は、下記のとおりであります。 

  

 
(注) 取得金額は有形固定資産として計上した土地及び建物等の合計額であります。 

  

  

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、26,601百万円となり、前事業年度末と比較して6,374百万

円増加しました。主な要因は、分譲マンションの引渡しが期末に集中したこと等により仕入債務（支払

手形及び買掛金）が1,280百万円増加、また翌期に引渡しが予定されている分譲マンション用地の取得

等に係る借入金（１年以内返済予定分）ならびに運転資金等の短期借入金の合計額が5,055百万円増加

したこと等によるものであります。  

  

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は、14,770百万円となり、前事業年度末と比較して621百万円

増加しました。主な要因は、分譲マンション用地及び賃貸不動産取得に伴う資金として、長期借入金が

542百万円増加したこと等によるものであります。  

  

（純資産） 

当事業年度末における純資産（前事業年度は資本）の残高は、12,348百万円となり、前事業年度末と

比較して1,942百万円増加しました。主な要因は、当期純利益の計上により利益剰余金が1,175百万円増

加及び新株式発行により資本金及び資本準備金の合計が794百万円増加したこと等によるものでありま

す。  

物件名（所在地） 取得金額（百万円）

ヴィラ・ジャパン立花（兵庫県尼崎市） 665

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 469

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 423

塚口ビル（兵庫県尼崎市） 382

藤原台北町セミナーハウス（神戸市北区） 272



（２）キャッシュ・フローの分析 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ168百万円減

少し、当事業年度末には2,733百万円となりました。 

前事業年度との比較数値は、以下のとおりであります。 

  

  ＜要約キャッシュ・フロー計算書＞ 

 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は、前事業年度に比べ541百万円減少しました。主な要因は、分譲マンシ

ョン用地購入等に伴うたな卸資産の増加額による支出が897百万円減少及び仕入債務の増加額による収入

が226百万円増加したこと等に対し、売上債権の増減額による収入が541百万円減少したこと等によるも

のであります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は、前事業年度に比べ1,806百万円増加しました。主な要因は、有形固定

資産の取得による支出が1,697百万円増加したこと等によるものであります。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は、前事業年度に比べ1,037百万円減少しました。主な要因は、運転資金

等の短期借入金の純増減額が3,084百万円増加したこと等に対し、マンション用地の購入および賃貸不動

産の購入資金等の長期借入れによる収入が2,446百万円減少し、同じく返済による支出が2,446百万円増

第40期 第41期
増減額 

金額(百万円)平成18年２月 

金額(百万円)

平成19年２月 

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,367 2,526 159

減価償却費 450 491 40

減損損失 ― 310 310

ガイドルーム資産等除却損 229 156 △73

売上債権の増減額 539 △1 △541

たな卸資産の増加額 △5,807 △4,910 897

仕入債務の増加額 1,053 1,280 226

法人税等の支払額 △1,096 △1,213 △117

その他 218 △141 △360

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,043 △1,502 541

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,048 △4,745 △1,697

有形固定資産の売却による収入 11 42 30

その他 △52 △191 △139

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,088 △4,895 △1,806

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △976 2,108 3,084

長期借入れによる収入 17,567 15,120 △2,446

長期借入金の返済による支出 △9,184 △11,630 △2,446

株式の発行による収入 ― 794 794

その他 △140 △164 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,266 6,228 △1,037

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 2,134 △168 △2,302

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 767 2,902 2,134

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,902 2,733 △168



加したこと等によるものであります。  

  

（３）経営成績の分析 

当事業年度における経営成績は、売上高30,629百万円（前年同期比121.3％）、経常利益2,736百万円

（同115.6％）、当期純利益1,357百万円（同105.0％）となりました。 

なお、当事業年度における経営成績及び前事業年度との比較数値は、以下のとおりであります。 

  

＜要約損益計算書＞ 

 
  

当事業年度の経営成績は、前事業年度に比べ増収増益となっており、項目別の主な要因については次

のとおりであります。  

 売上高の増加については、分譲マンション販売において引渡戸数が前期に比べ158戸増の880戸となっ

ており売上高で4,139百万円増加したこと等によるものであります。  

 売上総利益については、主に分譲マンションの地価や建築資材の価格上昇等による事業環境の軟調化

により、売上比を若干下げております。  

 販売費及び一般管理費については、経費削減への取組みならびに分譲マンションの市場動向及び品質

強化等を踏まえた発売時期の調整による広告費等の削減が図られ、売上比を若干下げており、営業利益

及び経常利益計上へ貢献したものと思われます。 

 当期純利益については、減損損失310百万円等の特別損失の計上により、売上比を若干下げておりま

す。   

なお、当事業年度の業績等の内容については、「第２ 事業の状況」の「１ 業績等の概要」の

「(１)業績」をご参照下さい。 

  

（４）経営の現状と見通し 

当社を取り巻く事業環境は、近年の好景気を反映した地価の上昇、政策転換による金利の先高感、建

築資材相場の上昇等や需給バランスの不均衡、安全性への懸念等、混迷した状況が続いております。  

 このような経営環境の中、当社は、神戸・明石・阪神間を中心とした地元地域のマンション開発に特

化するとともに、首都圏周辺での基盤作りに注力し、事業領域の拡大と収益拡大に向けた経営戦略の構

築を目指しております。  

 そのための取組みといたしまして、主力の分譲マンション販売におきましては、関東圏での新ブラン

ド「ワコーべ」立上げによる営業力強化ならびに優良用地の取得に注力しており、首都圏周辺での営業

基盤の確立を目指しております。また地元の神戸・明石・阪神間においては、優良用地の確保はもとよ

り顧客第一主義をモットーに当社独自の品質指針である「ＮＥＸＴ１００」に基づいた「品質の強化」

「サービスの向上」ならびに気鋭の建築デザイナーによる「洗練された企画・デザイン力」等を前面に

押し出し、需要の創造を目指すとともに、事業環境が多様化する中、100戸以上の大型物件や同業他社と

の共同プロジェクトにも積極的に参画し、マンション開発のノウハウの蓄積や今後の幅広い顧客ニーズ

と事業環境の変化に対応し、独自性のある分譲マンションの安定供給を推進してまいります。  

 さらに、安定成長を目指す当社では、新築賃貸住宅の安定供給ならびにバリューアップ方式による既

存賃貸マンションの再生により、賃貸その他事業の拡大に注力し、企業の安定性増大を推進してまいり

第40期 第41期

前年同期比 
(％)

平成18年２月 平成19年２月

金額 
(百万円)

売上比
(％)

金額
(百万円)

売上比
(％)

売上高 25,256 100.0 30,629 100.0 121.3

売上総利益 5,546 22.0 6,312 20.6 113.8

販売費及び一般管理費 2,776 11.0 2,994 9.8 107.8

営業利益 2,769 11.0 3,318 10.8 119.8

経常利益 2,366 9.4 2,736 8.9 115.6

税引前当期純利益 2,367 9.4 2,526 8.2 106.7

法人税等 1,074 4.3 1,169 3.8 108.8

当期純利益 1,292 5.1 1,357 4.4 105.0



ます。  

 また、財務面におきましては、コミットメントライン等の安定的かつ機動的な資金調達や株式市場か

らの資金調達を行うことにより、資金調達の多様化、財務体質の健全化ならびに強化を目指してまいり

ます。  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

事業別の主な設備投資ならびに設備の売却又は除却については、次のとおりであります。 

(１)不動産販売事業 

当事業年度の設備投資は、ワコーレトアロードマンションギャラリーをはじめとするガイドルー

ムの新設及び改装等を16件行っており、これらの設備投資合計額は604,019千円であります。  

 除却については、ワコーレ灘マンションギャラリーをはじめとするガイドルームの改装等に伴う

除却を８件行っており、除却合計額は156,058千円であります。  

  

(２)賃貸その他事業 

当事業年度の設備投資は、賃貸事業の拡大に注力したことにより、主に賃貸マンション購入等に

よる賃貸用不動産への投資を行っており、設備投資の合計額は4,387,401千円であります。 

  

主な設備投資の物件は次のとおりであります。 

 
    （注）賃貸マンション用地の購入のため、増加数は記載しておりません。 

  

当事業年度の設備の売却は、賃貸マンション１件（23,619千円）を売却したほか、下記物件につい

て所有目的の変更により固定資産から販売用又は仕掛販売用不動産へ振り替えております。 

 
  

また、構築物等で562千円除却いたしました。 

  

(３)その他の設備投資または売却・除却 

本社設備としてソフトウエア他で22,725千円の設備投資を行いました。また、本社の備品150千

円を除却しております。 

  

物件名（所在地） 金額(千円) 増加数

ヴィラ・ジャパン立花（兵庫県尼崎市） 665,451 40戸

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 469,548 38戸

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 423,884 57戸

賃貸マンション用地（神戸市兵庫区） 412,646 （注）―

塚口ビル（兵庫県尼崎市） 382,939 ３軒

物件名（所在地） 金額(千円) 戸数又は軒数

ヴィアノ芦屋（兵庫県芦屋市） 90,209 12戸

店舗（神戸市兵庫区） 68,264 １軒



２ 【主要な設備の状況】 

平成19年２月28日現在 

設備の 
内容

事業別 
区分

事業所名 
(所在地)

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物 

及び構築物
機械

及び装置
土地

(面積㎡)
借地権
(面積㎡)

その他 合計

本社 全事業
本社 
(神戸市中央区)

261,267 ―
632,396

(1,009.47)
― 84,440 978,104 69

営業所 全事業
東京営業所 
(東京都千代田区)

― ― ― ― 117 117 3

ガイド 
ルーム

不動産 
販売事業

尼崎マンションギャラリー他
１件(兵庫県尼崎市)

20,159 ― ― ― 789 20,949 ―

逆瀬川マンションギャラリー 
(兵庫県宝塚市)

9,032 ― ― ― 437 9,469 ―

西宮マンションギャラリー 
(兵庫県西宮市)

24,855 ― ― ― 219 25,075 ―

芦屋業平マンションギャラリ
ー(兵庫県芦屋市)

7,586 ― ― ― ― 7,586 ―

本山マンションギャラリー他
２件(神戸市東灘区)

69,568 ― ― ― 1,820 71,388 ―

住吉マンションギャラリー 
他１件(神戸市灘区)

17,999 ― ― ― ― 17,999 ―

トアロードマンションギャラ
リー他１件(神戸市中央区)

220,275 ―
63,269

(146.31)
― ― 283,545 ―

上沢マンションギャラリー他
１件(神戸市兵庫区)

186,179 ―
314,173
(454.35)

― ― 500,352 ―

新西代マンションギャラリー
他１件(神戸市長田区)

73,286 ― ― ― ― 73,286 ―

須磨鷹取マンションギャラリ
ー(神戸市須磨区)

9,415 ― ― ― 757 10,172 ―

明石駅前マンションギャラリ
ー(兵庫県明石市)

18,330 ― ― ― ― 18,330 ―

みずほマンションギャラリー 
(埼玉県富士見市)

2,948 ― ― ― ― 2,948 ―

船堀マンションギャラリー 
(東京都江戸川区)

1,976 ― ― ― ― 1,976 ―

小計 661,613 ―
377,443
(600.66)

― 4,023 1,043,080 ―



平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 帳簿価額の「その他」は、工具器具及び備品、建設仮勘定、ソフトウエア及び無計固定資産その他の合計額

であります。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数には出向社員、契約社員、派遣社員(計16名)を含んでおります。 

  

設備の 
内容

事業別 
区分

事業所名 
(所在地)

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物 

及び構築物
機械

及び装置
土地

(面積㎡)
借地権
(面積㎡)

その他 合計

賃貸用 
不動産

賃貸その他 
事業

ワコーレドミール九条  
(大阪市西区)

293,532 ―
204,615
(520.01)

― ― 498,148 ―

オーキッド・ヴィラ
(大阪市生野区)

251,428 ―
167,787
(457.84)

― ― 419,216 ―

アインス帝塚山西 
(大阪市西成区)

243,984 ―
221,379
(751.23)

― ― 465,364 ―

ワコーレ雲雀丘花屋敷
(兵庫県川西市)

1,015 ―
1,086

(12.82)
― ― 2,102 ―

ワコーレ里中他６件
(兵庫県西宮市)

381,890 ―
433,139

(3,011.40)
― 440 815,471 ―

第２ウサミハイツ他４件 
(兵庫県尼崎市)

971,670 ―
838,230

(3,621.96)
― ― 1,809,900 ―

ワコーレ芦屋船戸町他２件 
(兵庫県芦屋市)

80,815 ―
66,512

(831.24)
― 8,990 156,318 ―

ワコーレヴィータ深江本町 
他８件(神戸市東灘区)

753,505 8,031
1,194,452
(3,568.48)

8,233
(43.46)

6,398 1,970,620 ―

ワコーレヴィータ王子公園 
他３件(神戸市灘区)

360,238 ―
413,403

(1,793.75)
― 399 774,040 ―

ワコーレ海岸通Ｉ.Ｃ.他18件
(神戸市中央区)

1,097,566 39,108
1,189,453
(4,330.44)

154,721
(499.06)

356,016 2,836,866 ―

ワコーレヴィータ塚本通 
他23件(神戸市兵庫区)

1,052,579 52,100
2,544,416
(8,840.30)

41,351
(480.71)

66,870 3,757,318 2

ワコーレ長田綜合ビル他20件
(神戸市長田区)

967,115 1,684
1,789,471

(11,849.00)
21,000

(197.06)
39,642 2,818,913 3

ワコーレヴィータ月見山 
他14件(神戸市須磨区)

383,126 ―
557,606

(3,037.39)
33,092

(165.00)
15,408 989,232 ―

ワコーレヴィータ五色山 
他７件(神戸市垂水区)

565,646 ―
416,848

(3,210.80)
― 26,714 1,009,209 ―

ワコーレオーキッドガーデン 
他３件(神戸市北区)

243,231 ―
225,533

(3,282.34)
― 19 468,783 ―

賃貸マンション建設予定物件 
(兵庫県明石市)

― ―
24,750

(141.35)
― 35,238 59,989 ―

小計 7,647,348 100,924
10,288,688
(49,260.35)

258,397
(1,385.29)

556,138 18,851,497 5

合計 8,570,229 100,924
11,298,527
(50,870.48)

258,397
(1,385.29)

644,720 20,872,800 77



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ ガイドルームについては、増加予定戸数には該当しませんので記載を省略しております。 

３ １棟貸し賃貸用店舗のため増加予定戸数は１軒となります。 

  

  

事業別 
及び 

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手(予定)年月 完了予定年月
完成後の 

増加予定戸数 
(戸)総額 

(千円)
既支払額
(千円)

不動産販売事業

伊丹マンションギ
ャラリー 
(兵庫県伊丹市)

ガイドルームの  
新設

35,000 ― 自己資金 平成19年３月 平成19年５月

尼崎マンションギ
ャラリー 
(兵庫県尼崎市)

〃 35,000 ― 〃 平成19年11月 平成19年12月

市川マンションギ
ャラリー 
(千葉県市川市)

〃 30,000 ― 〃 平成19年８月 平成19年９月

小計 100,000 ― ― ― ― ―

賃貸その他事業

小野柄通３賃貸マ
ンション 
(神戸市中央区)

賃貸不動産の 
建設

498,500 250,652
増資資金・
借入金及び 
自己資金

平成17年９月 平成19年３月 56

海岸通５賃貸マン
ション 
(神戸市中央区)

〃 240,000 54,430 〃 平成17年12月 平成19年９月 23

西明石町５賃貸マ
ンション 
(兵庫県明石市)

〃 115,500 25,238
借入金及び
自己資金

平成18年１月 平成20年１月 14

福原町賃貸用店舗 
(神戸市兵庫区)

〃 471,000 3,318 〃 平成18年９月 平成20年11月
１ 

(注３)

中道通賃貸マンシ
ョン 
(神戸市兵庫区)

〃 203,000 ― 〃 平成18年８月 平成20年３月 31

賃貸マンション 
(神戸市須磨区)

賃貸不動産の 
購入

460,600 ― 〃 平成19年４月 平成19年４月 31

賃貸マンション 
(兵庫県尼崎市)

〃 379,500 ― 〃 平成19年５月 平成19年５月 33

賃貸マンション 
(神戸市長田区)

〃 264,500 27,500 〃 平成19年２月 平成19年３月 28

賃貸マンション 
(神戸市中央区)

〃 211,600 ― 〃 平成19年６月 平成19年６月 31

小計 2,844,200 361,139 ― ― ― 248

合計 2,944,200 361,139 ― ― ― 248



(2) 重要な設備の除却(売却)等 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業別及び事業所名 
(所在地)

設備の内容
除却(売却)予定額

(千円)
除却(売却) 
予定年月

不動産販売事業

尼崎マンションギャラリー 
(兵庫県尼崎市)

ガイドルームの除却 13,900 平成19年10月

逆瀬川マンションギャラリー 
(兵庫県宝塚市)

〃 11,300 平成19年５月

小計 25,200 ―

賃貸その他事業

フラワーロード三宮ビル 
(神戸市中央区)

賃貸不動産の売却 380,000 平成19年３月

小計 380,000 ―

合計 405,200 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
  
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 新株引受権の行使による増加であります。 

  発行価格    3,500円 

  資本組入額   1,750円 

  行使者     大阪中小企業投資育成株式会社 

２ 株式分割    １：20 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 34,400,000

計 34,400,000

種類
事業年度末 

現在発行数(株) 
(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月28日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 10,000,000 10,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年２月26日 (注)１ 23,000 215,000 40,250 136,250 41,055 41,055

平成16年６月14日 (注)２ 4,085,000 4,300,000 ― 136,250 ― 41,055

平成16年９月24日 (注)３ 400,000 4,700,000 357,200 493,450 498,400 539,455

平成18年３月１日 (注)４ 4,700,000 9,400,000 ― 493,450 ― 539,455

平成18年11月９日 (注)５ 600,000 10,000,000 397,800 891,250 396,984 936,439

３ 募集方法 ： 有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行する株式の種類 ： 普通株式

発行価格 ： １株につき2,300円

引受価額 ： １株につき2,139円

発行価額 ： １株につき1,785円(総額 714,000千円)

資本組入額 ： １株につき 893円(総額 357,200千円)

払込金額の総額 ： 855,600千円



 
４ 平成18年１月17日開催の取締役会の決議により、平成18年３月１日付をもって平成18年２月28日 終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割

いたしました。 

 
  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年２月28日現在 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年２月28日現在 

 
(注)１ 前事業年度末現在で主要株主であった立田忠子、和田早代は、平成18年11月８日付の新株式の発行（600,000

株）に伴う発行済株式数の増加により当事業年度末では主要株主でなくなりました。 

２ モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド及びその共同保有者である

モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッドならびにモルガン・スタンレー・ア

セット・マネジメント投信株式会社から、平成19年１月15日付で提出（報告義務発生日平成18年12月31日）

された変更報告書（大量保有報告書（特例対象株券等））により、次のとおり株式を所有している旨の報告

を受けておりますが、当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認が出来ておりません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

払込期日 ： 平成16年９月23日

５ 募集方法 ： 一般募集

発行する株式の種類 ： 普通株式

発行価格 ： １株につき1,412円

発行価額 ： １株につき1,324円64銭（総額 794,784千円）

資本組入額 ： １株につき 663円  （総額 397,800千円）

払込金額の総額 ： 794,784千円

払込期日 ： 平成18年11月８日

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 11 6 39 12 ― 2,060 2,128 ―

所有株式数 
(単元)

― 10,980 51 6,279 5,710 ― 76,979 99,999 100

所有株式数 
の割合(％)

― 10.98 0.05 6.28 5.71 ― 76.98 100.00 ―

氏名又は名称 住  所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

和 田 憲 昌 神戸市須磨区 2,108,000 21.08

和 田 剛 直 神戸市中央区 1,054,000 10.54

立 田 忠 子 神戸市長田区 940,000 9.40

和 田 早 代 神戸市長田区 940,000 9.40

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２-11-３ 703,100 7.03

ワコーレ社員持株会
神戸市中央区栄町通４-２-13
(和田興産株式会社内)

585,100 5.85

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区堂島浜１-２-６ 560,600 5.60

岡 田 俊 成 神戸市北区 258,000 2.58

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１-８-11 213,500 2.13

柏 木   修 神戸市東灘区 206,000 2.06

計 ― 7,568,300 75.68

保有株式数 発行済株式総数に対する



 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

氏名又は名称 住  所 （株） 所有株式数の割合（％）
モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド

25  Cabot  Square  Canary  Wharf 
London E14 4QA U.K.

― ―

モルガン・スタンレー・インベス
トメント・マネジメント・リミテ
ッド

25  Cabot  Square  Canary  Wharf 
London E14 4QA U.K.

71,900 0.72

モルガン・スタンレー・アセッ
ト・マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿４-20-３
恵比寿ガーデンプレイスタワー

894,800 8.95

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 9,999,900 99,999

株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

単元未満株式  
普通株式 100 ― 同上

発行済株式総数 10,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 99,999 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

【株式の種類等】 該当事項はありません。



(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  
  

３ 【配当政策】 

当社は、株主への還元を第一と考え、事業領域の拡大等による収益力の向上ならびにガバナンスの強

化を図りつつ、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定

機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。 

以上の方針に基づきまして、第41期の剰余金の配当（基準日平成19年２月28日）につきましては、平

成19年５月25日開催の定時株主総会決議により期末配当として１株当たり20円（総額200,000千円）と

決定いたしました。 

なお、内部留保金の使途につきましては、今後の経営環境の変化に対応すべく、財務体質の強化及び

将来の事業展開に充当する予定であり、資金の有効活用による企業価値向上を図っていく方針でありま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 当社株式は、平成16年９月24日をもってジャスダック証券取引所に上場されました。 

２ 株価は、平成16年12月12日まで(下段( )表示)は日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以

降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

高(円) ― ―
2,410
(2,320)

4,200
※1,845

1,870

低(円) ― ―
1,920
(1,900)

2,050
※1,680

1,152

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月

高(円) 1,640 1,610 1,455 1,289 1,292 1,330

低(円) 1,525 1,455 1,152 1,200 1,153 1,201



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １ 取締役 武居弘泰は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 木村武志、和田善弘、下山量平及び前田憲作は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

３ 取締役 和田剛直は、代表取締役社長 和田憲昌の長男であります。 

４ 取締役の任期は、平成18年２月期に係る定時株主総会終結のときから平成20年２月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年２月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

６ 当社では、経営効率の向上ならびに業務執行機能の強化を図るため、平成19年５月25日より執行役員制度を

導入いたしました。執行役員は３名で構成され、不動産事業部長 岡部弘一、財務部長 梶原忍、分譲事業

部長 安部雅彦であります。任期は２年としております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期 
(年)

所有株式数
(株)

代表 
取締役 
社長

和 田 憲 昌 昭和13年12月７日生

昭和37年４月 三ツ星ベルト株式会社入社

２ 
(注4)

2,108,000

昭和41年12月 和田興産有限会社専務取締役就任

昭和54年９月 和田興産株式会社に改組専務取締役就任

昭和57年２月 当社代表取締役専務就任

平成２年５月 当社代表取締役社長就任(現)

専務 
取締役

大 賀 康 孝 昭和16年12月７日生

昭和41年４月 株式会社大阪銀行入行

２ 
(注4)

4,000

平成11年６月 株式会社大阪銀行専務取締役就任

平成12年４月 株式会社近畿大阪銀行専務取締役就任

平成13年２月 株式会社近畿大阪銀行取締役専務執行役

員就任

平成15年９月 当社取締役就任

平成17年５月 当社常務取締役就任

平成18年５月 当社専務取締役就任(現)

常務 
取締役

小 阪 堅 三 昭和24年12月11日生

昭和47年４月 株式会社大阪銀行入行

２ 
(注4)

1,000

平成14年６月 株式会社近畿大阪銀行専任執行役員就任

平成15年６月 株式会社近畿大阪銀行取締役常務執行役

員就任

平成15年12月 当社監査役就任

平成17年５月 当社取締役就任

平成18年５月 当社常務取締役就任(現)

取締役 社長室長 和 田 剛 直 昭和46年９月３日生

平成８年４月 ＵＣＣ上島珈琲株式会社入社
２ 

(注4)
1,054,000平成８年12月 当社入社

平成17年５月 当社取締役就任(現)

取締役 武 居 弘 泰 昭和15年２月２日生

昭和37年４月 三井建設株式会社(現 三井住友建設株式

会社)入社

２ 
(注4)

4,000

平成８年５月 新日本管財株式会社代表取締役就任

平成10年７月 武居中小企業診断士事務所設立(現)

平成11年６月 株式会社トーヨーレイバーコンサルタン

ト代表取締役就任(現)

平成15年５月 当社取締役就任(現)

監査役 
(常勤)

木 村 武 志 昭和16年８月30日生

昭和40年４月 ニチメン株式会社(現 双日株式会社)入

社

４ 
(注5)

2,000

平成８年６月 同社取締役就任

平成11年６月 同社常務取締役就任

平成13年６月 株式会社ニチメン保険センター代表取締

役就任

平成15年10月 ニチメン・日商岩井インシュアランスセ

ンター株式会社(現 双日インシュアラン

ス株式会社)代表取締役就任

平成17年５月 当社監査役就任(現)

監査役 和 田 善 弘 昭和19年９月24日生

昭和58年10月 和田税理士事務所開設

４ 
(注5)

2,000
平成７年５月 当社監査役就任(現)

平成８年２月
株式会社ワイ・エス・ダブル代表取締役

就任(現)

監査役 下 山 量 平 昭和13年３月12日生
昭和37年４月 下山弁護士事務所開設 ４ 

(注5)
2,000

平成14年５月 当社監査役就任(現)

監査役 前 田 憲 作 昭和14年３月15日生

昭和32年４月 大阪国税局入局
４ 

(注5)
2,000平成９年９月 前田税理士事務所開設

平成14年５月 当社監査役就任(現)

計 3,179,000



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全かつ透明性が高く、効率の良い経

営体制の確立を 重要課題と考え、その充実に取組んでおります。また当社は、小規模な組織であるこ

とから、シンプルで効率的な組織体系が構築されており、意思決定の迅速化と透明度の高い経営の実現

を一層強化なものにするために、下記のような取組みを実施しております。 

なお、下記内容については、平成19年２月期事業年度における実施状況等を記載しており、取締役及

び社外監査役の人数は平成19年２月末現在で記載しております。 

  

（１）会社の機関の内容及び内部管理体制の状況 

①取締役会の運営 

取締役会は取締役５名で構成され、毎月１回の定例取締役会ならびに必要に応じて臨時取締役会

を開催しており、経営上の 高意思決定機関として重要案件の決議と業務執行の管理監督を行って

おります。また取締役５名のうち１名は社外取締役であり、業務の遂行において適宜適切な指導・

助言を受けております。 

②常務会の運営 

常務会は、常勤取締役及び常勤監査役を中心（必要に応じて各部門責任者も出席）に構成され、

原則毎月１回ならびに必要に応じて随時開催しており、取締役会での決議案件について、慎重な討

議・審査を行っております。 

③監査役会の運営 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、非常勤監査役３名の計４名の社外監査役で

構成される監査役会を原則として毎月１回開催しております。 

また、監査役は、取締役会に出席するほか常勤監査役においては常務会にも出席し、必要に応じ

て提言・助言を行うとともに、取締役の業務遂行を監査しております。さらに、常勤監査役は、取

締役ならびに部門責任者の定例会議にも出席し、業務執行状況の把握に努めております。 

④内部管理体制の整備ならびに運用状況 

当社は、コーポレートガバナンスの一環として内部管理体制の充実に努めております。  

具体的には営業部門から独立した管理部門の部署として、総務部、財務部を設置するとともに、各

業務部門から独立した社長直属の内部監査室を設けて牽制機能の強化を図っております。さらに、

管理部門担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会（平成19年２月に内部統制委員会に改

編）を設置し、内部統制にかかる事項の協議をタイムリーに行うことで、より一層内部管理体制の

充実に向けた施策を実施しております。  

 総務部では、適切な業務運営が図られるよう組織運営の基礎となる組織規程、職務権限規程のほ

か、社内の稟議制度の内容を規定した稟議規程等の社内規程の整備に努めており、また、稟議制度

のシステム化にも取組んでおります。  

 財務部では、期初に決定した予算、計画が適切に執行・運用されているかなど、月次でその内容

を取り纏めたうえで、取締役会をはじめとする重要な会議に報告しております。  

 内部監査室では、期初に制定する内部監査計画に基づき、各業務部門に対して監査を実施してお

り、監査役及び会計監査人との連携を図りながら、業務が各種の規程等に沿って適切に運営されて

いるか監査を行っております。なお、監査において発見された指摘事項については代表取締役社長

に報告を行うとともに、被監査部門から改善報告を受領のうえ、是正状況の確認を行っておりま

す。  

⑤内部管理体制の充実に向けた取組みの 近１年間における実施状況 

当社では、毎月定例で取締役会及び監査役会を開催しております。取締役会は、業務執行上の案

件の決定や経営上の重要事項について審議を行っており、平成18年３月から平成19年２月までの１

年間に臨時取締役会も含めて合計17回開催いたしました。  

 監査役会は、同期間において15回開催し、各監査役の監査結果について意見交換をするととも

に、常勤監査役にあっては、内部監査室と密接な情報交換を行い実効性ある監査の実施に努めてお

ります。また、企業活動の適切性確保の観点から、平成18年６月には各部の部長・室長・次長を委



員とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス事項の協議を７回実施いたしまし

た。 

 なおコンプライアンス委員会につきましては、内部管理体制のより一層の充実を図るため、コン

プライアンスのみならず、内部統制全般にかかる各種の協議・検討・報告を行うことを目的に、平

成19年２月に内部統制委員会へと改編いたしました。さらに適切な業務運営が図られるよう各種社

内規程の整備にも取組んでおります。  

 また当社は、平成18年５月16日開催の取締役会におきまして、内部統制システム構築の基本方針

に関し決議しており、その概要は次のとおりであります。  

(内部統制システム構築の基本方針)  

イ．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 当社はコンプライアンス規程を制定し「当社の役職員は、当社の社会的責任と公的使命の重

みを認識し法令やルールを厳格に遵守するとともに、企業倫理を重視した行動を通じて、経営

理念である地域とともに発展する会社をめざす」といった基本方針の徹底に努めるとともに、

具体的な行動の指針として「コンプライアンス・ガイド」「行動規範」「コンプライアンス・

マニュアル」を制定・整備する。また、内部監査室をコンプライアンスの統括部署として定

め、当社における法令遵守体制を総合管理するとともに、各部の法令遵守状況を検証し、必要

に応じて改善を要請する。さらに各部に「コンプライアンスオフィサー」を配置し、法令等の

遵守状況の評価、モニタリング、研修活動等、日常的なコンプライアンス活動を行う。  

 内部監査室及び「コンプライアンスオフィサー」は、定期的または必要に応じて取締役会等

にそのコンプライアンスの状況等について報告を行う。  

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

 取締役会にて制定する「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または

電磁的媒体に記録、保存する。  

 取締役及び監査役は、文書管理規程等に基づき、常時これらの文書等を閲覧することができ

るものとする。  

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 取締役会において「リスク管理規程」を制定し、当社を取り巻くリスクカテゴリー毎の所管

部署を定めるとともに、組織横断的にリスクを管理する部署として「リスク管理委員会」を設

置する。  

 所管部署においては、所管するリスクを適切に管理するための規程・マニュアル等を制定す

るとともに把握したリスクについて、適時適切に取締役会等への報告を行う。  

 「リスク管理委員会」は所管部署において把握されたリスクを網羅的、統合的に管理する。 

 監査役及び内部監査室は各部署のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会等へ報告を

行う。  

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は取締役の職務の執行が効率的に行われるよう「組織規程」「職制規程」「職務権

限規程」を制定するとともに、経営の意思決定のための重要な事項を審議し、経営活動全般を

総合的に把握することによる経営効率の向上に資することを目的に「常務会」を設置する。ま

た、中期経営計画を策定し、それに基づく事業部門毎の予算の設定とシステムを活用した月次

管理を行い、その結果を取締役会等へ報告のうえ、業績のレビューと対応策等について決定す

る。 

ホ．当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

 当社は、対象となるべき子会社はないが、将来において子会社等を設立した場合には、業務

の適正を確保する体制の整備を行うこととする。 

へ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体

制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締役会は監査役と協議のう

え、補助すべき使用人を指名することができる。  

 監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲された

ものとし、取締役からの指揮命令は受けないこととする。  



ト．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

 取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社の経営に対して重要な

影響を及ぼすおそれのある事項や不正行為ならびにコンプライアンスに違反する事項を発見、

認識した場合には、速やかに報告を行う体制を整備する。  

 報告の具体的な方法については、取締役と監査役会との協議により決定する。  

チ．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会をはじめと

する重要な会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、必要に

応じて取締役及び使用人に説明を求めることができる。さらに監査役会と代表取締役社長との

間で定期的な意見交換会を設定する。 

⑥リスク管理体制の整備の状況 

当社は、平成18年５月の取締役会にて決定した内部統制基本方針に基づき、リスク管理規程の制

定を行っており、平成18年９月１日より施行しております。当社においては、価格変動リスク、建

築リスク、業務リスク、法務リスク、流動性リスク、信用リスク、レピュテーショナル(評判)リス

ク、災害リスク、システムリスク等幅広くリスクの識別及び定義をしており、それらのリスクにつ

いての管理を行っております。管理体制については、会社の各機関、内部統制委員会、各業務部門

等において内包するリスクを洗い出し、未然にその発生の防止に努めております。 

⑦その他 

 当社は、次のことを定款で定めております。 

イ．当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営上の施策を

機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決

議をもって市場取引等によって自己の株式を取得することができる旨を定めております。 

ロ．当社は、取締役の員数について、当会社の取締役は８名以内とする旨を定めております。 

ハ．当社は、取締役の選任及び解任の決議要件について、取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっ

て行う旨を定めております。なお、解任決議については定めておりません。 

ニ．当社は、株主総会の特別決議要件について、会社法第309条第２項に定めによるべき決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定めております。これは株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

ホ．当社は、株主への利益還元を機動的に遂行することを目的に、中間配当については毎年８月31

日を基準日として、取締役会の決議をもって株主又は登録株式質権者に対し、中間配当金とし

て剰余金の配当を行うことができる旨を定めております。 

  

（２）会社の監査体制 

①内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査室（１名）を中心に内部監査規程に則り、監査計画を策定し効率的な監査を実施するこ

とにより、業務執行及び会計処理の適法性と企業倫理の担保を図っております。具体的には社長直

属の独立部署として監査報告書を社長ならびに被監査部署に提出しており、改善事項が発見された

場合は改善指導書も併せて発行しており、早期改善を促すとともに改善後は社長に改善報告書を提

出しております。 

 監査役の監査活動は、監査役会で策定された監査方針ならびに監査計画に基づいて実施され、社

外から会社の活動状況を監査しております。また、各専門分野（弁護士１名、税理士２名）に精通

した監査役を選任することにより業務執行の適法性と企業倫理の担保を図っております。 



②会計監査人の状況 

 会計監査につきましては、あずさ監査法人と監査契約を締結し、中間期末・決算期末はもとよ

り、定期的な監査のほか必要に応じて期中監査も適宜実施されております。また、会計上の課題に

ついては随時指導を受け、適正な会計処理に努めております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は中谷紀之氏、河崎雄亮氏であり、会計監査業務に係

る補助者は、公認会計士３名、その他７名であります。なお、同監査法人ならびに同監査人と当社

との間には、特別な利害関係はありません。 

 また、当社は、平成18年５月26日開催の第40回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の責任

限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき、当社が会計監査人あずさ監査法人と

締結した責任限定契約の概要は、次のとおりであります。 

 会計監査人あずさ監査法人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を

行うにつき悪意または重大な過失があった場合を除き、監査報酬その他の職務執行の対価として受

けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち も高い額に２を乗じて得た額をもって

損害賠償責任の限度とする旨の契約の締結をしております。 

③内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

 内部監査室は、監査計画に基づいた独自の監査を実施するとともに、監査役（主に常勤監査役）

との意見交換を適宜行っており、効率的かつ実効性のある監査を行っております。また定期的に会

計監査人からの助言も受けており、当社の会計処理の適法性及び適正処理に向けた監査を実施して

おります。 

 監査役は、監査計画に基づいた独自の監査を実施するとともに、会計監査人と定期的に情報交換

を行っており、相互連携のもと会計監査の実施及び会計上の課題の把握に努めながら、適法かつ適

正に会計処理が行われているかを監査しております。 

  

（３）社外取締役及び社外監査役との関係 

当社株式について、社外取締役武居弘泰は4,000株、社外監査役木村武志は2,000株、同 和田善

弘は2,000株、同 下山量平は2,000株、同 前田憲作は2,000株をそれぞれ保有しておりますが、こ

の他に当社との人的関係、資本関係、取引関係ならびにその他特別な利害関係はありません。 

 なお、当社は、平成18年５月26日開催の第40回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社

外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき、当社が社外取締役武

居弘泰及び社外監査役全員と締結した責任限定契約の概要は、次のとおりであります。 

（社外取締役の責任限定契約） 

 社外取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務をなすにつき善意

でかつ重大な過失がないときは、①報酬等その他職務遂行の対価として受けるべき財産上の利益の

額及び退職慰労金等の額を算定基礎として定めた金額の合計額に２を乗じて得た金額、②新株予約

権を引き受けた場合に関して定めた金額のそれぞれ①②の合計額を限度として、損害賠償責任を負

担するものとする旨の契約の締結をしております。 

（社外監査役の責任限定契約） 

 社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務をなすにつき善意

でかつ重大な過失がないときは、①報酬等その他職務遂行の対価として受けるべき財産上の利益の

額及び退職慰労金等の額を算定基礎として定めた金額の合計額に２を乗じて得た金額、②新株予約

権を引き受けた場合に関して定めた金額のそれぞれ①②の合計額を限度として、損害賠償責任を負

担するものとする旨の契約の締結をしております。 

  



（４）役員報酬ならびに監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬ならびに監査法人に対する監査報

酬は以下のとおりであります。 

役員報酬 

 
(注)１．平成16年５月28日開催の第38回定時株主総会の決議による取締役報酬限度額（年額）は300,000千円、

平成19年５月25日開催の第41回定時株主総会の決議による監査役報酬限度額（年額）は50,000千円であ

ります。 

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．定款又は株主総会決議に基づく報酬の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額20,300千円（取

締役５名に対し17,100千円、監査役４名に対し3,200千円）が含まれております。 

４．定款又は株主総会決議に基づく報酬の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額18,037千円

（取締役５名に対し16,487千円、監査役４名に対し1,550千円）が含まれております。 

  

監査報酬 

 
(注)１．会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、これらの合計額を記載しております。 

２．適時開示情報等に係る助言業務についての対価を支払っております。 

  

区  分
社内取締役 社外取締役 社外監査役 計

支給 
人員

支給額 
(千円)

支給
人員

支給額 
(千円)

支給
人員

支給額 
(千円)

支給 
人員

支給額 
(千円)

定款又は株主総会 
決議に基づく報酬

４名 123,137 １名 4,500 ４名 23,350 ９名 150,987

利益処分による役 
員賞与

４名 13,500 １名 600 ４名 2,900 ９名 17,000

計 ― 136,637 ― 5,100 ― 26,250 ― 167,987

監査報酬の内容 報酬額（千円）

公認会計士法第２条第１項の業務に対する報酬(注１) 15,000

上記以外の業務に関する報酬(注２) 3,592

合計 18,592



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成(千円未満切捨て)しております。 

なお、第40期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第41期事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

ただし、第40期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附

則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第40期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月

28日まで)及び第41期事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)の財務諸表について、あず

さ監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第40期

(平成18年２月28日)
第41期 

(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 4,908,908 4,727,634

 ２ 売掛金 9,801 11,661

 ３ 有価証券 ※１ 32,322 32,312

 ４ 販売用不動産
※１ 
※２

2,416,016 2,778,043

 ５ 仕掛販売用不動産
※１ 
※２

19,399,283 23,898,442

   たな卸資産 
   評価損失引当金

△80,000 ―

 ６ 前払費用 63,489 85,881

 ７ 繰延税金資産 184,578 110,552

 ８ その他 214,468 365,036

   貸倒引当金 △752 △778

   流動資産合計 27,148,116 60.6 32,008,785 59.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物
※１ 
※２

8,748,648 11,188,703

    減価償却累計額 2,441,000 6,307,648 2,692,298 8,496,404

  (2) 構築物 ※２ 175,561 185,085

    減価償却累計額 106,881 68,680 111,260 73,825

  (3) 機械及び装置 733,302 727,522

    減価償却累計額 610,315 122,987 626,597 100,924

  (4) 工具器具及び備品 ※２ 167,732 268,893

    減価償却累計額 64,144 103,587 106,991 161,901

  (5) 土地
※１ 
※２

9,628,495 11,298,527

  (6) 建設仮勘定 484,757 421,296

   有形固定資産合計 16,716,156 37.3 20,552,880 38.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 160,915 258,397

  (2) ソフトウェア 54,772 53,920

  (3) その他 7,601 7,601

   無形固定資産合計 223,290 0.5 319,920 0.6



第40期
(平成18年２月28日)

第41期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 220,270 177,575

  (2) 出資金 42,759 42,758

  (3) 長期貸付金 13,392 10,682

  (4) 長期滞り債権 21,801 9,293

  (5) 繰延税金資産 113,060 268,822

  (6) 差入保証金 105,422 147,271

  (7) その他 198,511 195,587

    貸倒引当金 △20,839 △12,768

   投資その他の資産合計 694,378 1.6 839,224 1.6

   固定資産合計 17,633,825 39.4 21,712,024 40.4

   資産合計 44,781,941 100.0 53,720,810 100.0



第40期
(平成18年２月28日)

第41期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 5,029,779 6,876,345

 ２ 買掛金 2,334,560 1,768,341

 ３ 短期借入金 ※１ 312,000 2,420,800

 ４ 1年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 8,777,840 11,724,712

 ５ 未払金 201,896 191,119

 ６ 設備未払金 174,573 56,219

 ７ 未払費用 23,777 30,426

 ８ 未払法人税等 630,816 642,847

 ９ 未払消費税等 ― 3,217

 10 前受金 2,281,617 2,351,871

 11 預り金 78,483 64,857

 12 前受収益  78,570 75,309

 13 賞与引当金 74,205 81,881

 14 役員賞与引当金 ― 20,300

 15 保証工事引当金 27,000 35,000

 16 その他 201,926 258,301

   流動負債合計 20,227,045 45.2 26,601,551 49.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 13,176,845 13,719,497

 ２ 退職給付引当金 48,329 61,190

 ３ 役員退職慰労引当金 257,435 275,472

 ４ 預り保証金 665,976 714,332

   固定負債合計 14,148,585 31.6 14,770,491 27.5

   負債合計 34,375,631 76.8 41,372,042 77.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 493,450 1.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 539,455 ―

   資本剰余金合計 539,455 1.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 20,100 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 7,900,000 ―

 ３ 当期未処分利益 1,413,158 ―

   利益剰余金合計  9,333,258 20.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 40,146 0.1 ― ―

   資本合計 10,406,310 23.2 ― ―

   負債資本合計 44,781,941 100.0 ― ―



 
  

第40期
(平成18年２月28日)

第41期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 891,250 1.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 936,439

   資本剰余金合計 936,439 1.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 20,100

  (2) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 8,900,000

    繰越利益剰余金 1,589,048 10,489,048

   利益剰余金合計 10,509,148 19.6

   株主資本合計 12,336,837 23.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

11,929

   評価・換算差額等 
   合計

11,929 0.0

   純資産合計 12,348,767 23.0

   負債純資産合計 53,720,810 100.0



② 【損益計算書】 

  
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 不動産売上高 23,630,581 28,804,369

 ２ 不動産賃貸収入等 1,626,054 25,256,635 100.0 1,825,323 30,629,692 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 不動産売上原価 18,932,296 23,439,822

 ２ 不動産賃貸原価 777,644 19,709,941 78.0 877,350 24,317,173 79.4

   売上総利益 5,546,694 22.0 6,312,519 20.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 714,956 869,647

 ２ ガイドルーム費 ※１ 603,903 581,773

 ３ 貸倒引当金繰入額 2,910 625

 ４ 役員報酬 100,950 112,650

 ５ 給与手当 366,687 403,106

 ６ 賞与引当金繰入額 74,205 81,881

 ７ 役員賞与引当金繰入額 ― 20,300

 ８ 退職給付費用 15,156 14,601

 ９ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

14,593 18,037

 10 福利厚生費 71,919 80,900

 11 租税公課 306,695 342,183

 12 減価償却費 ※１ 40,246 41,022

 13 支払手数料 264,104 229,305

 14 賃借料 24,417 23,757

 15 その他 175,971 2,776,715 11.0 174,605 2,994,397 9.8

   営業利益 2,769,979 11.0 3,318,121 10.8



 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,798 12,208

 ２ 受取配当金 3,581 4,279

 ３ 不動産取得税還付 3,899 ―

 ４ 受取手数料 3,887 2,505

 ５ 生命保険解約返戻金 29,622 ―

 ６ その他 3,257 47,045 0.2 5,269 24,262 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 401,546 557,944

 ２ 株式交付費 ― 3,170

 ３ 貸倒引当金繰入額 19,095 3,761

 ４ その他 30,317 450,959 1.8 41,188 606,064 2.0

   経常利益 2,366,065 9.4 2,736,319 8.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 1,404 18,418

 ２ 前期損益修正益 ※３ ― 1,404 0.0 82,596 101,014 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ ― 211

 ２ 減損損失 ※５ ― ― ― 310,181 310,392 1.0

    税引前当期純利益 2,367,469 9.4 2,526,941 8.2

    法人税、住民税 
    及び事業税

1,099,000 1,232,000

    法人税等調整額 △24,504 1,074,495 4.3 △62,449 1,169,550 3.8

    当期純利益 1,292,973 5.1 1,357,390 4.4

    前期繰越利益 120,184

    当期未処分利益 1,413,158



売上原価明細書 

① 不動産売上原価明細書 

  

 
※１ 建物建築費はすべて外注費であります。 

  

(原価計算の方法) 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  

② 不動産賃貸原価明細書 

  

 
  

(原価計算の方法) 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 土地購入費 5,320,695 28.1 6,351,557 27.1

Ⅱ 建物建築費 ※１ 12,563,905 66.4 15,978,499 68.2

Ⅲ 販売直接費等

 １.販売手数料 964,187 5.1 1,017,998 4.3

 ２.パンフレット制作費 83,508 0.4 91,768 0.4

  不動産売上原価 18,932,296 100.0 23,439,822 100.0

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

１ 地代家賃 8,703 1.1 17,157 1.9

２ 管理費 72,343 9.3 88,346 10.1

３ 減価償却費 330,773 42.5 368,185 42.0

４ 租税公課 149,309 19.2 191,954 21.9

５ 修繕費 110,077 14.2 94,684 10.8

６ その他経費 106,437 13.7 117,022 13.3

  不動産賃貸原価 777,644 100.0 877,350 100.0



③ 【株主資本等変動計算書】 

第41期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

 
(注) 平成18年５月26日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

区 分

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高 (千円) 493,450 539,455 539,455

当事業年度中の変動額

 新株の発行 (千円) 397,800 396,984 396,984

 剰余金の配当(注) (千円)

 役員賞与(注) (千円)

 別途積立金の積立(注) (千円)

 当期純利益 (千円)

 株主資本以外の当事業年 
 度中変動額(純額)

(千円)

当事業年度中の変動額合計 (千円) 397,800 396,984 396,984

平成19年２月28日残高 (千円) 891,250 936,439 936,439

区 分

株主資本

利益剰余金

株主資本 
合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計利益準備金 別途積立金
繰越

利益剰余金

平成18年２月28日残高 (千円) 20,100 7,900,000 1,413,158 9,333,258 10,366,163

当事業年度中の変動額

 新株の発行 (千円) 794,784

 剰余金の配当(注) (千円) △164,500 △164,500 △164,500

 役員賞与(注) (千円) △17,000 △17,000 △17,000

 別途積立金の積立(注) (千円) 1,000,000 △1,000,000 ―

 当期純利益 (千円) 1,357,390 1,357,390 1,357,390

 株主資本以外の当事業年 
 度中変動額(純額)

(千円)

当事業年度中の変動額合計 (千円) 1,000,000 175,890 1,175,890 1,970,674

平成19年２月28日残高 (千円) 20,100 8,900,000 1,589,048 10,509,148 12,336,837

区 分
評価・換算差額等

純資産 合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等 合計

平成18年２月28日残高 (千円) 40,146 40,146 10,406,310

当事業年度中の変動額

 新株の発行 (千円) 794,784

 剰余金の配当(注) (千円) △164,500

 役員賞与(注) (千円) △17,000

 別途積立金の積立(注) (千円)

 当期純利益 (千円) 1,357,390

 株主資本以外の当事業年 
 度中変動額(純額)

(千円) △28,217 △28,217 △28,217

当事業年度中の変動額合計 (千円) △28,217 △28,217 1,942,457

平成19年２月28日残高 (千円) 11,929 11,929 12,348,767



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 2,367,469 2,526,941

   減価償却費 450,598 491,316

   減損損失 ― 310,181

   貸倒引当金の増減額 5,115 △8,045

   賞与引当金の増加額 23,694 7,676

   役員賞与引当金の増加額 ― 20,300

   保証工事引当金の増加額 14,500 8,000

   退職給付引当金の増加額 9,028 12,861

   役員退職慰労引当金の増減額 △9,732 18,037

   たな卸資産評価損失引当金の減少額 ― △80,000

   受取利息及び受取配当金 △6,379 △16,487

   支払利息 401,546 557,944

   固定資産売却益 △1,404 △18,418

   固定資産売却損 ― 211

   前期損益修正益 ― △82,596

   ガイドルーム資産等除却損 229,914 156,771

   売上債権の増減額 539,764 △1,859

   たな卸資産の増加額 △5,807,237 △4,910,157

   仕入債務の増加額 1,053,546 1,280,347

   前受金の増加額 97,026 70,253

   預り保証金の増加額 56,763 48,355

   その他資産の増加額 △198,224 △136,784

   その他負債の増加額 245,755 28,780

   役員賞与の支払額 △15,000 △17,000

   小計 △543,254 266,628

   利息及び配当金の受取額 5,725 12,480

   利息の支払額 △409,594 △567,449

   法人税等の支払額 △1,096,614 △1,213,865

   営業活動によるキャッシュ・フロー △2,043,738 △1,502,205



 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の純増減額 △14,468 12,388

   有形固定資産の取得による支出 △3,048,173 △4,745,833

   有形固定資産の売却による収入 11,847 42,131

   無形固定資産の取得による支出 ― △156,500

   投資有価証券の取得による支出 △10,000 △4,800

   貸付金の回収による収入 1,755 2,663

   その他の支出 △38,518 △70,452

   その他の収入 8,562 24,762

   投資活動によるキャッシュ・フロー △3,088,994 △4,895,640

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △976,000 2,108,800

   長期借入れによる収入 17,567,050 15,120,300

   長期借入金の返済による支出 △9,184,170 △11,630,776

   株式の発行による収入 ― 794,784

   配当金の支払額 △140,035 △164,147

   財務活動によるキャッシュ・フロー 7,266,844 6,228,960

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 2,134,111 △168,885

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 767,958 2,902,070

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,902,070 2,733,184



⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
  

第40期
株主総会承認日 

(平成18年５月26日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,413,158

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 164,500

 ２ 役員賞与金 17,000

   (うち監査役賞与金) (2,900)

 ３ 任意積立金

  (1) 別途積立金 1,000,000 1,181,500

Ⅲ 次期繰越利益 231,658



重要な会計方針 

  

項目
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっており

ます。

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によってお

ります。

 時価のないもの

  移動平均法による原価法によって

おります。

 時価のないもの

  同左

２ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

 時価法によっております。 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 個別法による原価法によっておりま

す。

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除く)

については定額法を採用しており

ます。

   主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

建物 ７年～47年

機械及び装置 15年

(1) 有形固定資産 

  同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

  同左

５ 繰延資産の処理方法 ――― 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。



項目
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

６ 引当金の計上基準 (1) たな卸資産評価損失引当金

  当初予測できなかった事態の発生

による損失に対処し、財務の健全

化を図るため、引渡時に損失が見

込まれるたな卸資産のうち、正味

実現可能価額により算定した損失

見込額が一定金額(１億円)を超え

る物件につき、その損失見込額を

引当計上しております。

(1) たな卸資産評価損失引当金

  当初予測できなかった事態の発生

による損失に対処し、財務の健全

化を図るため、引渡時に損失が見

込まれるたな卸資産のうち、正味

実現可能価額により算定した損失

見込額が一定金額(１億円)を超え

る物件につき、その損失見込額を

引当計上しております。

   なお、当事業年度において、引

当計上となる対象物件はありませ

ん。

(2) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 貸倒引当金

  同左

(3) 賞与引当金

  従業員に対する賞与に備えるた

め、支給見込額のうち当期に負担

する金額を計上しております。

(3) 賞与引当金

  同左

       ――― (4) 役員賞与引当金

  役員に対する賞与に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負

担する金額を計上しております。

(4) 保証工事引当金

  分譲マンション引渡後の保証工事

費用の支出に備えるため、過去の

実績に基づく将来の保証工事見込

額を計上しております。

(5) 保証工事引当金

  同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

(6) 退職給付引当金

  同左

(6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(7) 役員退職慰労引当金

  同左

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



 
  

項目
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップは特例処理の要件を

満たしておりますので、特例処理

を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

  同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ取引

  ヘッジ対象…変動金利建て借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左

(3) ヘッジ方針

  当社の内規に基づき、借入金利息

の金利変動リスクを回避する目的

で、変動金利建ての借入金に対し

て、金利スワップ等のデリバティ

ブ取引でキャッシュ・フローヘッ

ジを行っております。

(3) ヘッジ方針

  同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象に関する

重要な条件がほぼ一致しており、

かつ、ヘッジ開始時及びその後も

継続して、金利変動またはキャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺す

るものと想定することが出来るた

め、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  同左

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

  同左

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。ただし、

資産に係る控除対象外消費税等は、投

資その他の資産の「その他」に計上

し、５年間で均等償却を行っておりま

す。

消費税等の会計処理 

  同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益が2,531千円増加

し、税引前当期純利益が307,649千円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

12,348,767千円であります。 

 また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、それぞれ20,300千円減少しております。 

 なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたの

は、当該会計基準が制定されたことを機に、「役員賞与

規定」の整備を進めてきた結果、平成19年２月15日開催

の取締役会で承認されたことによります。従って、当中

間期は従来の方法によっており、変更後の方法によった

場合と比べ、当中間期の営業利益、経常利益ならびに税

引前中間純利益は10,150千円多く計上されております。

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― （キャッシュ・フロー計算書） 

 前事業年度において投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他の支出」に含めて表示しておりました「無

形固定資産取得による支出」については、重要性が増し

たため、当事業年度より区分掲記しております。 

 なお、前事業年度における無形固定資産取得による支

出は、21,459千円であります。



追加情報 

  

 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法）

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度より「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員会平成16年２月13日

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割の合計額18,540千円については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

           ―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
第40期 

(平成18年２月28日)
第41期

(平成19年２月28日)

※１ 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 1,064,174千円

有価証券 32,322千円

販売用不動産 1,367,994千円

仕掛販売用不動産 14,536,674千円

建物 4,140,258千円

土地 5,742,582千円

 合計 26,884,007千円

※１ 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 1,064,576千円

有価証券 32,312千円

販売用不動産 1,192,633千円

仕掛販売用不動産 17,295,721千円

建物 6,203,316千円

土地 8,007,050千円

 合計 33,795,610千円

 (2) 対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 312,000千円

長期借入金 13,136,845千円

１年以内返済予定の 
長期借入金

8,137,840千円

保証債務 112,644千円

 合計 21,699,329千円

 (2) 対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,145,800千円

長期借入金 12,659,497千円

１年以内返済予定の
長期借入金

11,084,712千円

保証債務 105,334千円

 合計 24,995,343千円

    担保に供した定期預金のうち161,686千円は、

宅地建物取引業法に定める手付金等の保全措置と

して、西日本住宅産業信用保証株式会社に対して

保証基金に充てるため、拠出しているものであり

ます。また、担保に供した仕掛販売用不動産のう

ち253,132千円は、共同事業主の金融機関からの

借入金に対し、担保提供しているものでありま

す。

    担保に供した定期預金のうち161,710千円は、

宅地建物取引業法に定める手付金等の保全措置と

して、西日本住宅産業信用保証株式会社に対して

保証基金に充てるため、拠出しているものであり

ます。また、担保に供した仕掛販売用不動産のう

ち109,768千円は、共同事業主の金融機関からの

借入金に対し、担保提供しているものでありま

す。

※２ 前事業年度に保有していた有形固定資産のうち、

３物件(建物662,933千円、構築物374千円、工具

器具及び備品9,117千円、土地469,775千円)を販

売用不動産へ所有目的の変更に伴い、それぞれ振

り替えております。

※２ 前事業年度に保有していた有形固定資産のうち、

２物件(建物43,877千円、構築物2,079千円、工具

器具及び備品5,452千円、土地107,064千円)を販

売用不動産及び仕掛販売用不動産へ、また仕掛販

売用不動産のうち２物件（207,445千円）を有形

固定資産（土地）へ所有目的の変更に伴い、それ

ぞれ振り替えております。

※３ 会社が発行する株式 普通株式 17,200,000株

発行済株式総数 普通株式 4,700,000株

※３         ―――

 ４ 偶発債務

   分譲マンション購入者の銀行借入金112,644千円

に対し保証を行っております。

 ４ 偶発債務

   分譲マンション購入者の銀行借入金105,334千円

に対し保証を行っております。

 ５ 配当制限

    有価証券の時価評価により、純資産額は40,167

千円増加しております。

    なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。

 ５         ―――



 
  

(損益計算書関係) 

  

第40期 
(平成18年２月28日)

第41期
(平成19年２月28日)

 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行とコミットメントライン等契約を締結してお

ります。なお、この契約に基づく当事業年度末の

借入残高は次のとおりであります。

総コミット金額（融資枠） 3,300,000千円

借入実行残高 ―

差 引 額 3,300,000千円

 
 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行とコミットメントライン等契約を締結してお

ります。なお、この契約に基づく当事業年度末の

借入残高は次のとおりであります。

総コミット金額（融資枠） 3,300,000千円

借入実行残高 ―

差 引 額 3,300,000千円

 

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ ガイドルーム費のうち減価償却費は79,578千円で

あります。

※１ ガイドルーム費のうち減価償却費は82,108千円で

あります。

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土 地 1,080千円

建 物 324千円

 計 1,404千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土 地 9,096千円

建 物 9,321千円

 計 18,418千円

※３         ――― ※３ 前期損益修正益は、税務調査による固定資産の減

価償却費超過否認額の受け入れによるものであり

ます。 

 

※４         ―――

 

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 211千円

 計 211千円

※５         ―――

 

※５ 減損損失

   当社は、以下の資産について減損損失を計上いた

しました。

用途 場所 種類
金額 
(千円)

賃貸用
マンション１件

神戸市 土地、建物 13,689

賃貸用店舗２件 神戸市 土地、建物 107,324

賃貸駐車場４件 神戸市
土地、借地権 

構築物 
機械及び装置

38,814

賃貸駐車場１件 川西市 土地、建物 3,118

遊休資産４件 神戸市 土地、構築物 147,233

合計 310,181

   (経緯)

   地価の著しい下落及び賃貸収益の著しい低下によ

り、減損損失を認識いたしました。



 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

第41期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
(注) 平成18年３月１日付の株式分割（普通株式１：２）により普通株式4,700,000株及び平成18年11月８日付の新

株式発行により普通株式600,000株が増加し、当事業年度末において発行済株式数は10,000,000株となりまし

た。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当支払額 

 
  

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの 

 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

 

   (種類ごとの減損損失の内訳)

種類 金額(千円)

建物 18,078

構築物 555

機械及び装置 5,780

土地 268,358

借地権 17,408

合計 310,181

   (グルーピングの方法)

    原則として事業部別に区分し、賃貸用不動産に

ついては、個々の物件を単位としております。

   (回収可能価額の算定方法等)

使用価値 将来キャッシュ・フロー

割引率 ５％

正味売却
可能価額

不動産鑑定評価額又は 
固定資産税評価額

    賃貸不動産については、使用価値と正味売却可

能価額のいずれか高い金額を採用し、遊休資産に

ついては正味売却可能価額にて算定しておりま

す。

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式数

普通株式(注) 4,700,000 5,300,000 ― 10,000,000

合  計 4,700,000 5,300,000 ― 10,000,000

決  議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月26日 
定時株主総会

普通株式 164,500 35.00 平成18年２月28日 平成18年５月29日

決  議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

1株当たり  
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月25日 
定時株主総会

普通株式
繰越利益 
剰余金

200,000 20.00 平成19年２月28日 平成19年５月28日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年２月28日)

現金及び預金勘定 4,908,908千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金及び定期積金

△2,006,838千円

現金及び現金同等物 2,902,070千円

 
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年２月28日)

現金及び預金勘定 4,727,634千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金及び定期積金

△1,994,449千円

現金及び現金同等物 2,733,184千円

 

２ 重要な非資金取引の内容

  有形固定資産から販売用不動産への振替額

1,142,202千円

２ 重要な非資金取引の内容

有形固定資産から販売用不動産及び仕掛販売用不動

産への振替額            158,473千円

仕掛販売用不動産から有形固定資産への振替額

207,445千円

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 

 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 

 
(千円)

機械及び装置 27,100 24,841 2,258

車両及び運搬具 21,671 14,583 7,088

工具器具及び備品 18,858 11,627 7,231

ソフトウェア 7,877 7,090 787

合計 75,507 58,142 17,365

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 

 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 

 
(千円)

車両及び運搬具 7,799 4,549 3,249

工具器具及び備品 7,000 2,100 4,900

合計 14,799 6,649 8,149

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,733千円

１年超 8,394千円

合計 18,127千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,069千円

１年超 4,325千円

合計 8,394千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 15,290千円

減価償却費相当額 13,677千円

支払利息相当額 863千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 10,206千円

減価償却費相当額 9,215千円

支払利息相当額 472千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

  同左

(減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

第40期 (自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの貸借対照表日後における償還予定額 
  

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ① 株式 34,691 102,270 67,578

  ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 31,644 31,653 9

  ③ その他 ― ― ―

小計 66,335 133,923 67,587

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  ① 株式 ― ― ―

  ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 669 669 △0

  ③ その他 ― ― ―

小計 669 669 △0

合計 67,005 134,592 67,587

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

― ― ―

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 108,000

 社債 10,000

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券

  国債・地方債等 ― ― ― ―

  社債 ― 10,000 ― ―

  その他 32,322 ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 32,322 10,000 ― ―



第41期 (自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの貸借対照表日後における償還予定額 
  

 
  

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ① 株式 6,255 27,337 21,082

  ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

  ③ その他 ― ―  ―

小計 6,255 27,337 21,082

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  ① 株式 28,436 27,438 △998

  ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

  ③ その他 ― ― ―

小計 28,436 27,438 △998

合計 34,691 54,775 20,083

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

― ― ―

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 112,800

 社債 10,000

 その他 32,312

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券

  国債・地方債等 ― ― ― ―

  社債 ― 10,000 ― ―

  その他 32,312 ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 32,312 10,000 ― ―



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   利用しているデリバティブは、金利スワップ取引

であります。

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   同左

 (2) 取引に対する取り組み方針

   投機目的やトレーディング目的では、デリバティ

ブ取引を行わない方針であります。

 (2) 取引に対する取り組み方針

   同左

 (3) 取引の利用目的

   金融負債に係る将来の取引市場での金利変動によ

るリスクを回避するため、固定金利支払・変動金利

受取の金利スワップを行っております。

 (3) 取引の利用目的

   同左

  ① ヘッジ会計の方法

   金利スワップは特例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用しております。

  ① ヘッジ会計の方法

   同左

  ② ヘッジ手段及びヘッジ対象

     ヘッジ手段…金利スワップ取引

     ヘッジ対象…変動金利建ての借入金

  ② ヘッジ手段及びヘッジ対象

   同左

  ③ ヘッジ方針

   内規に基づき、借入金利息の金利変動リスクを回

避する目的で、変動金利建ての借入金に対して、金

利スワップ等のデリバティブ取引でキャッシュ・フ

ローヘッジを行っております。

  ③ ヘッジ方針

   同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件がほ

ぼ一致しており、かつヘッジ開始時及びその後も継

続して、金利変動またはキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定することが出来るため、

ヘッジの有効性の判定は省略しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

   同左

 (4) 取引に係るリスクの内容

  ① 市場リスク

   金利スワップ取引については、市場金利の変動に

よるリスクを有しておりますが、かかる金利スワッ

プ取引の利用目的の対象となる金融負債に係る市場

金利の変動によるリスクと相殺されております。

 (4) 取引に係るリスクの内容

  ① 市場リスク

   同左

  ② 信用リスク

   信用度の高い金融機関を相手としてデリバティブ

を行っており、相手先の契約不履行に係る信用リス

クは低いと判断しております。

  ② 信用リスク

   同左

 (5) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が

決裁者の承認を得て行っております。

 (5) 取引に係るリスク管理体制

   同左

２ 取引の時価等に関する事項についての補足説明

  利用しているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会

計が適用されているため、記載を省略しております。

２ 取引の時価等に関する事項についての補足説明

  同左



(退職給付関係) 

  

 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社の退職給付制度は、退職一時金のみであり、企

業年金は採用しておりません。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 48,329千円

退職給付引当金 48,329千円

当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用

しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 61,190千円

退職給付引当金 61,190千円

当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用

しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 15,156千円

退職給付費用 15,156千円

当社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用

しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 14,601千円

退職給付費用 14,601千円

当社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用

しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、簡便法を採用しておりますので基礎率等に

ついては記載しておりません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

第40期 
(平成18年２月28日)

第41期
(平成19年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

役員退職慰労引当金 104,518千円

不動産売上損失否認額 60,956千円

未払事業税 38,273千円

たな卸資産評価損失引当金 32,480千円

賞与引当金 30,127千円

退職給付引当金 19,026千円

保証工事引当金 10,962千円

貸倒引当金 8,766千円

未払費用（未払賞与社会保険料） 3,883千円

その他 17,485千円

繰延税金資産合計 326,479千円

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 27,440千円

その他 1,399千円

繰延税金負債合計 28,840千円

繰延税金資産の純額 297,639千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

減損損失 124,905千円

役員退職慰労引当金 111,841千円

未払事業税 45,483千円

賞与引当金 33,243千円

退職給付引当金 24,843千円

保証工事引当金 14,210千円

貸倒引当金 5,499千円

一括償却資産 5,163千円

未払費用（未払賞与社会保険料） 3,354千円

その他 20,835千円

繰延税金資産合計 389,381千円

  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 8,153千円

その他 1,852千円

繰延税金負債合計 10,006千円

繰延税金資産の純額 379,374千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異発生の主な原因別内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の百分の五以下

であるため注記を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異発生の主な原因別内訳

法定実効税率 40.60％

（調整）

留保金課税 4.09％

交際費等の永久差異に係るもの 1.06％

過年度法人税等 0.38％

住民税均等割額 0.13％

その他 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率
46.28％

 

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 同左



【関連当事者との取引】 

第40期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 
  

    該当事項はありません。 

  

第41期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 
  

    該当事項はありません。 

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

項目
第40期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 2,210円49銭 1,234円88銭

１株当たり当期純利益 271円48銭 141円60銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 当社は、平成18年３月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

 

１株当たり純資産額   1,105円24銭

１株当たり当期純利益   135円74銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益         ―円―銭

 

第40期
平成18年２月28日現在

第41期
平成19年２月28日現在

純資産の部の合計 (千円) ― 12,348,767

純資産の部から控除する金額 (千円) ― ―

普通株式に係る期末純資産額 (千円) ― 12,348,767

期末の普通株式数 (株) ― 10,000,000

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

当期純利益 (千円) 1,292,973 1,357,390

普通株主に帰属しない金額 (千円) 17,000 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (千円) (17,000) ( ― )

普通株式に係る当期純利益 (千円) 1,275,973 1,357,390

普通株式の期中平均株式数 (株) 4,700,000 9,585,753



(重要な後発事象) 

  

 
  

第40期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第41期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

 平成18年１月17日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。

１  平成18年３月１日付をもって普通株式１株につき

２株に分割しました。

（１）分割により増加した株式数

普通株式 4,700,000株

（２）分割方法

 平成18年２月28日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載または記録された株主の所有株式数

を、１株につき２株の割合をもって分割しまし

た。

           ―――

２ 配当起算日 

   平成18年３月１日

 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定

した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以

下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

980.62円 1,105.24円

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

128.23円 135.74円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益

―円 ―円

 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  株式会社みずほフィナンシャル
  グループ（優先株式）

100 100,000

  株式会社みなと銀行 102,000 27,438

  株式会社セイクレスト 675 27,337

  西日本住宅産業信用保証株式会社 500 5,000

  株式会社エー・ディー・ワークス 64 4,800

  神戸商工会館株式会社 60 3,000

計 103,399 167,575

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

 その他有価証券

  ワリショー第819号 31,660 31,644

  ワリショー第828号 670 668

小計 32,330 32,312

(投資有価証券)

 その他有価証券

  株式会社サタスインテグレイト社債 10,000 10,000

小計 10,000 10,000

計 42,330 42,312



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少額のうち、（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

   ２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 
 

  

３ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 
 

資産の種類
前期末 
残高

当期 
増加額

当期
減少額

当期末
残高

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額

当期 
償却額

差引 
当期末残高

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

有形固定資産

建物 8,748,648 2,715,826
275,772
(18,078)

11,188,703 2,692,298 388,992 8,496,404

構築物 175,561 29,289
19,765
(555)

185,085 111,260 13,914 73,825

機械及び装置 733,302 ―
5,780
(5,780)

727,522 626,597 16,281 100,924

工具器具及び備品 167,732 120,840 19,679 268,893 106,991 52,386 161,901

土地 9,628,495 2,055,150
385,118
(268,358)

11,298,527 ― ― 11,298,527

建設仮勘定 484,757 4,677,283 4,740,743 421,296 ― ― 421,296

有形固定資産計 19,938,498 9,598,390
5,446,859
(292,772)

24,090,028 3,537,148 471,575 20,552,880

無形固定資産

借地権 160,915 137,611
40,128
(17,408)

258,397 ― ― 258,397

ソフトウェア 101,579 18,889 ― 120,468 66,548 19,741 53,920

その他 7,601 ― ― 7,601 ― ― 7,601

無形固定資産計 270,096 156,500
40,128
(17,408)

386,468 66,548 19,741 319,920

建物 ヴィラ・ジャパン立花（尼崎市水堂町） 330,636千円 (賃貸物件購入)

塚口ビル（尼崎市南塚口町） 266,749千円 (  〃   )

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 256,096千円 (  〃   )

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 247,338千円 (  〃   )

藤原台北町セミナーハウス（神戸市北区） 210,120千円 (  〃   )

マンションギャラリー16件 588,163千円 (モデルルーム建設)

土地 神戸市兵庫区浜崎通 412,646千円 (賃貸物件購入)

ヴィラ・ジャパン立花（尼崎市水堂町） 334,815千円 (  〃   )

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 221,379千円 (  〃   )

神戸市須磨区大田町 175,709千円 (  〃   )

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 167,787千円 (  〃   )

建設仮勘定 ヴィラ・ジャパン立花（尼崎市水堂町） 665,693千円 (賃貸物件購入)

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 480,660千円 (  〃   )

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 423,884千円 (  〃   )

神戸市兵庫区浜崎通 412,646千円 (  〃   )

塚口ビル（尼崎市南塚口町） 382,939千円 (  〃   )

藤原台北町セミナーハウス（神戸市北区） 272,950千円 (  〃   )

建物 マンションギャラリー８件 144,793千円 (モデルルーム除却)

建設仮勘定 ヴィラ・ジャパン立花（尼崎市水堂町） 665,693千円 (建物等へ振替)

アインス帝塚山西（大阪市西成区） 483,993千円 (  〃   )

オーキッド・ヴィラ（大阪市生野区） 423,884千円 (  〃   )

神戸市兵庫区浜崎通 412,646千円 (  〃   )

塚口ビル（尼崎市南塚口町） 382,939千円 (  〃   )

藤原台北町セミナーハウス（神戸市北区） 272,950千円 (  〃   )



  

【社債明細表】 

  

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は、以下のとお

りであります。 
 

３ 共同事業未払金は、他社との共同事業における共同事業主に対する用地取得費についての未払金であり竣工

時に清算(返済)することにしております。なお、共同事業未払金は、流動負債の「その他」に含めておりま

す。 

  

【引当金明細表】 

  
 

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、債権回収による取崩額2,227千円ならびに一般債権の貸倒れ実績に

よる洗替額2,524千円であります。  

２ 保証工事引当金の当期減少額「その他」は、過去の実績に基づいて引当てた前期引当額の取崩額でありま

す。 

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 312,000 2,420,800 1.909 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 8,777,840 11,724,712 1.754 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

13,176,845 13,719,497 2.113
平成20年３月31日～
平成32年11月30日

その他の有利子負債

  共同事業未払金 200,532 111,948 4.000 注３

合  計 22,467,217 27,976,957 ― ―

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 7,606,912 1,795,292 560,372 720,772

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額 当期減少額
当期末残高
(千円)目的使用

(千円)
その他 
(千円)

たな卸資産評価損失引当金 80,000 ― 80,000 ― ―

貸倒引当金（注１） 21,591 9,138 12,432 4,751 13,546

賞与引当金 74,205 81,881 74,205 ― 81,881

役員賞与引当金 ― 20,300 ― ― 20,300

保証工事引当金（注２） 27,000 35,000 24,156 2,843 35,000

役員退職慰労引当金 257,435 18,037 ― ― 275,472



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 1,412

預金

当座預金 1,296

普通預金 2,729,158

別段預金 1,317

定期預金 1,807,449

定期積金 187,000

小 計 4,726,221

合 計 4,727,634

区  分 金額(千円)

賃貸その他事業 一般顧客等 11,661

合  計 11,661

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

9,801 97,885 96,026 11,661 89.17 40.0



ｃ 販売用不動産 
  

 
  

ｄ 仕掛販売用不動産 
  

 
  

区 分 土地面積(㎡) 金額(千円)

神戸市灘区物件 232.65 718,127

東京都物件 270.18 601,098

大阪市物件 729.95 591,534

その他物件 185.09 867,283

合 計 1,417.87 2,778,043

区 分 土地面積(㎡) 金額(千円)

神戸市中央区物件 7,306.54 4,820,109

神戸市兵庫区物件 8,925.99 3,969,523

神戸市東灘区物件 5,294.95 3,361,962

兵庫県西宮市物件 6,305.32 1,739,960

神戸市須磨区物件 7,617.59 1,546,076

その他物件 24,169.73 8,460,809

合 計 59,620.12 23,898,442



② 流動負債 

ａ 支払手形 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 期日別内訳 
  

 
  

ｂ 買掛金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円)

株式会社村上工務店 1,826,921

株式会社岡工務店 858,314

株式会社竹中工務店 796,600

青木あすなろ建設株式会社 709,750

大末建設株式会社 670,000

その他 2,014,759

合 計 6,876,345

期 日 金額(千円)

平成19年３月満期 1,322,090

平成19年４月満期 648,880

平成19年５月満期 755,255

平成19年６月満期 2,900,319

平成19年７月満期 374,000

平成19年８月満期 875,800

合 計 6,876,345

相手先 金額(千円)

株式会社ゼファー 418,895

株式会社岡工務店 369,010

株式会社神崎組 大阪支店 223,075

ジェイオー建設株式会社 142,582

住協建設株式会社 東京支店 141,120

その他 473,658

合 計 1,768,341



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)１．事務取扱場所の所在地は、平成19年５月７日付をもって「大阪市北区堂島浜一丁目１番５号」に変更されて

おります。 

２．平成19年５月25日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおり

となりました。 

   当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

を行うことができない場合は、日本経済新聞に掲載する。なお、電子公告については、当会社のホームペー

ジ(http://www.wadakohsan.co.jp)上に掲載しております。 

３．株券喪失登録事務に関する概要 

 
  

  

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

単元株式数 100株

株式の名義書換え

  事務取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号（注１）
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  事務取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号（注１）
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞（注２）

株主に対する特典 該当事項はありません。

登録手数料 申請１件につき 10,000円

株券１枚につき 500円



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第40期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

平成18年５月26日近畿財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年５月26日提出の有価証券報告書（第40期 自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の

訂正報告書を平成18年10月23日近畿財務局長に提出 

  

(3) 半期報告書の訂正報告書 

平成17年11月18日提出の半期報告書（第40期中 自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）の訂

正報告書を平成18年10月23日近畿財務局長に提出 

  

(4) 有価証券届出書（組込方式）及びその添付書類 

(募集方法：一般募集、発行する株式の種類及び数：普通株式 600,000株) 

平成18年10月23日近畿財務局長に提出 

  

(5) 有価証券届出書の訂正届出書（組込方式） 

平成18年10月23日提出の有価証券届出書（組込方式）の訂正届出書を平成18年10月24日近畿財務局長に

提出 

  

(6) 有価証券届出書の訂正届出書（組込方式） 

平成18年10月23日提出の有価証券届出書（組込方式）の訂正届出書を平成18年10月31日近畿財務局長に

提出 

  

(7) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成18年11月９日近畿財務局長に提出 

  

(8) 半期報告書 

中間会計期間 第41期中(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

平成18年11月17日近畿財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年５月26日

和田興産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている和田興産株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第40期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、和田興産株式会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年３月１日付で１株につき２株の割合で株式分割

を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中 谷  紀 之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河 崎  雄 亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年５月25日

和田興産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている和田興産株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第41期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、和田興産株式会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準が適用さ

れるため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中 谷  紀 之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河 崎  雄 亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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